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私の夫の中原利郎（享年４４歳）は都内の民間病院に勤務する小児科医師でしたが、長時間・過重労
働からうつ病を発症し、１９９９年８月、勤務先の病院屋上から投身自殺しました。東京地裁で労災認定
を受け、勤務先との裁判は最高裁で和解しました。
今回の「働き方改革実行計画」には問題が残ります。１つ目は、繁忙期の残業の上限が１００時間未
満となったこと。２つ目は、過労死が多い医師、運輸、建設業への適用が５年間猶予されたことで
す。交代制勤務の過重性も無視されています。残業が１００時間以内であっても、心身の損失を受ける
ことがあるのは、すでに多くの事例が証明しています。経済最優先の社会で、世代や職種を問わずに
起きる過労死・過労自死を、これ以上看過してはなりません。働く人の健康は、なによりも最優先課
題です。
長時間労働は、睡眠や休息、家族との団らんなど、人が生きる上で必要な時間を奪います。電通や

ワタミのような過労死事案を二度と起こさないためには、パワハラや違法なサービス残業、持ち帰り
残業をなくし、給与の確保と仕事量の適切な配分が必要です。だれもが人間らしい生活を送り、命と
健康を害さない働き方ができるようにすべきです。
過労死防止は「国の責務」とした過労死等防止対策推進法に則って、過労死ゼロを目標に、すべて

の業種に具体的な防止対策が打ち出されることを強く願います。
（全国過労死を考える家族の会・東京代表 中原のり子）

特集

生き生きと働ける職場づくり

第８８回中央メーデー（２０１７年５月１日）
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調査概要 調査結果

１．調査目的：院内保育所の状況を把握し、院内保
育所の改善・拡充の運動に活用する。
２．調査時期：２０１６年１１月１日を基本として調査。
３．実施対象：医労連加盟組織内にある院内保育所
を中心に実施。未加盟組織にも協力頂いた。
４．調査・集計方法：日本医労連加盟組織を通じて
送付。保育対策委員の協力も得て回収、２０１７年３月
末までの分を集計。
５．集約結果：２０都道府県６８施設（２９都道府県１０８
施設）から集約したが、前年比６３.０％に減少。未加
盟施設が１６（１３）に増えた一方で、加盟組織では５２
施設（９５）と半減した。加盟単組・支部の院内保育
所数は４９.１％・４４６施設のため、回収率１１.７％程度
（２１％）と考えられる。回答施設の９２.６％は認可外
だった。

１．設置主体・運営主体
院内保育所の設置主体として最も多いのは「病
院」で９１.２％・６２施設、一方で、運営主体別にみる
と「病院」は４４.１％・３０施設と半減した。運営を企
業に委託している施設は４７.１％・３２施設で、これま
で３割台で推移してきた委託率が急増した（回答数
が少なかったことや未加盟施設が２３.５％と高かった
ことの影響も考えられる。
企業委託と回答した３２施設のうち、２８施設が企業
名を記入し、１１企業に及んだ。アイグラン、プライ
ムツーワン、アートチャイルドケア、ピジョンなど
と回答した施設が各４～５施設あった。

「２０１６年度院内保育所実態調査」結果を報告します。回答施設数
が前年の３分の２程度となりましたが、依然厳しい労働環境の中
で、より良い保育をめざして奮闘する院内保育士の実態改善に活か
していきたいと思います。 ＊（ ）内数字は２０１５年度の結果

院内保育所実態調査結果について
２０１６年度

２０１７年６月 日本医労連保育対策委員会

運営主体の推移
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２．労働条件
（１）雇用形態
①保育士の雇用形態は正規が５２.６％、非正規４７.４％
（うち８.４％は派遣と回答）で、約半数が非正規と
なっている。保育助手では正規が２３.５％で、圧倒的
に派遣を含む非正規職員で構成されている。栄養士
・調理師も同様で、正規は３１.６％だった。
②どの職種も、フルタイムを支えるように週労働４０
時間未満、３０時間未満の職員を配置し、長時間労働
に対応していることが伺えた。特に保育士では、非
正規職員の４４.１％が「３０時間未満」だった。

（２）勤続年数
①保育士の正規・非正規の勤続年数はそれぞれ、

「１年未満」８.３％・１７.７％、「１～３年」２３.３％・
３４.０％、「３～５年」１５.４％・２２.８％、「５～１０
年」２３.３％・１４.９％、「１０～２０年」１３.４％・８.４％、
「２０年以上」１６.２％・２.３％だった。１年未満をみる
と、非正規は正規の２倍以上である。また、正規で
はどの年代も平均的に配置されているが、非正規は
３年未満までで５１.７％と半数以上となっている。
②非正規のみをみると、保育助手では「３年未満」
４０.０％、栄養士・調理師で３９.１％だった。

（３）就業規則の有無
就業規則が「ある」は９１.２％・６２施設、「未記

入」が５施設あった。

正規・非正規保育士の割合推移

非正規・正規保育士の勤務勤続年数比較

調査結果
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（４）処遇について
①年休の取得状況については、「取りやすい」４４.１％
・３０施設、「１カ月に１回」２０.６％・１４施設と続
き、「ほとんど取れない」は８.８％・６施設だっ
た。施設単位調査のため個人の取得状況は不明であ
るが、取得の努力を施設として行っていても約１割
は取れていない状況にあることがわかった。
②時間外労働については、「１０時間未満」６１.８％・
４２施設（１５年度３４.３％）が最も多く、「１０～２０時間
未満」１７.６％・１２施設（２７.８％）、「なし」２.９％・
２施設（７.４％）と続いた。８割に何らかの時間外
があることが分かった。また、時間外労働に対する
支払いは、「あり」が６３.２％・４３施設だが、未記入
も３６.８％・２５施設あった。未記入２５施設中、半分の
１３施設には残業があり、「～１０時間未満」が１１施
設、「１０～２０時間」２施設だった。
③休憩時間については、「規定の時間取れている」
３３.３％・２０施設、「９割以上取れている」１８.３％・
１１施設、「７～８割取れる」２８.３％・１７施設だっ
た。一方で、休憩の取り方についてみると、「園児
とは別に取れる」５２.９％・３６施設、「一緒に取って
いる」は３２.４％・２２施設だった。規定時間もしくは
約９割休憩が取れているグループも、「園児と一緒
に取る」が１８.２％で本来の休憩になっていない。
「園児と一緒」「休憩が取れない」を合わせると３５.３％
で、３割以上が休憩をきちんと取れていないことが
わかった。
④生理休暇については、「取れない」２７.９％・１９施
設が最も多く、「毎潮時取れる」は１１.８％・８施設
だった。未記入１６施設を除いても、８割以上が生休

取得もできない状況にある。

（５）賃金について
①賃金表の有無について、「ある」６３.２％・４３施
設、「ない」５.９％・４施設、「わからない」１４.７％
・１０施設で、未記入は１６.２％・１１施設だった。「賃
金表がない」または「わからない」が２割強であっ
た。
②初任給は、保育士では平均１６０,５２３円〔最高１９３,２００
円、最小１２２,０００円／差７１,２００円〕、保育助手は平均
１４０,０００円（最高・最小記載なし、１５年調査では２４,９００
円の差）だった。時間給では、保育士は平均９４７円
〔最高１,１０９円、最小８５０円〕、保育助手は平均８５９
円〔最高９９５円、最小７９０円〕だった。
③一時金については、３４施設が回答した。回答のあ
った施設でみると、正規保育士の一時金は、平均
「２.５０カ月+５１,４２９円」／年で、最高５.０カ月、最小
で１.０カ月だった。また、非正規では「４.０カ月」・
基本給１４万円と回答した施設があった（非正規のみ
の施設。１施設のみの回答で参考値）。
④手当関係は、早出、遅出、夜勤・当直、休日出勤
手当について調査した。この項目も未回答が多く、
参考値である。正規の保育士で早出・遅出手当「あ
り」は３～４割、非正規ではほぼ「あり」だった。
いずれも額は少額で、正規でも１回の早出手当は平
均５０２円〔最高１,０００円、最小１００円〕、遅出は平均
７５０円〔最高１,５００円、最小３００円〕。
夜勤・当直手当や休日出勤手当は、正規・非正規
に関わらずほぼ制度化されている。夜勤手当は非正
規が正規より高く、休日出勤手当は正規が若干高い

時間外労働の状況 休憩時間の取得（取り方）
８１％（５５／６８施設）が時間外労働をしている
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調査結果
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結果となっていた。夜勤・当直手当は正規で１回平
均４,０４９円〔最高１１,０００円、最小１,０００円〕、非正規
で平均６,７９３円〔最高１２,８００円、最小１,０６３円〕だっ
た。また、休日出勤手当は正規が平均２,２８４円〔最
高１０,４６３円、最小６００円〕、非正規で平均１,７５０円
〔最高２,０００円、最小１,５００円〕だった。

（６）非正規職員の公的保険（健康保険、厚生年金
保険、雇用保険）加入状況
この項目も「わからない」「未記入」が多く、３

割前後だった。回答があった中で、「週３０時間以
上」の職員で健康保険「ある」は９６％・４８施設、厚
生年金では「ある」９３.５％・４５施設であった。ま
た、「２０時間以上」の職員で雇用保険「ある」は、
８８.６％・３９施設だった。

（７）退職金制度
「未記入」１９.１％を除くと、「ある」７６.４％、「な
い」２３.６％だった。

３．保育内容
（１）保育時間について
通常の保育時間については、「８～９時間未満」

は５％・３施設（１５年度４％）しかなく、「１３時間
以上」は８％・７施設（８％）もあった。「１１～１２
時間未満」が最も多く３２％・２１施設（１９％）、つい
で「１０～１１時間未満」３１％・２０施設（３８％）、「９
～１０時間未満」１８％・１２施設（１８％）、「１３時間以
上」、「１２～１３時間未満」６％・４施設と続いた。
開園時間は、「７時３０分～７時５９分」が最も多く

５７％・３８施設、次いで「８時～８時２９分」２７％・１８
施設であった。閉園時間は、「１８時～１８時２９分」２５％
・１６施設、「１８時３０分～１８時５９分」２３％・１５施設、
「１９時～１９時２９分」１８％・１２施設と続いた。「２０時
以降」も１２％・８施設あった。同調査の経年比較を
みると、８時前の開園と２０時以降の閉園が増加傾向
で、保育時間は長時間化している。

（２）延長保育について
延長保育については、「実施している」８５％（５８
施設）、「していない」が１３％・９施設だった。
開園前の延長保育については、「その他」「未記
入」が多く、回答があったのは約３割だった。う
ち、「６時～」は な し、「６時３０分～」か ら２施
設、「６時４５分～」なし、「７時～」９施設、「７
時３０分～」７施設だった。閉園後の延長保育につい
ての「その他」「未記入」は７％で、開園前と比べ
て少なかった。最も多かったのが「お迎えがあるま
で」３８％・２２施設、次いで「２１時まで」１６％・９施
設、「２０時まで」１４％・８施設だった。「２１時３０分
まで」１施設、「２２時まで」１施設と、長時間にな
っている施設も少なくない。

（３）休日保育について
土曜日に「実施している」８８.２％・６０施設、「実
施していない」１０％・７施設だった。日曜日「実
施」は５４.４％・３７施設、年末年始「実施」も４１.２％
・２８施設あった。
土曜日の開園時間は、「７時３０分～７時５９分」が
最も多く２７.９％・１９施設、次いで「８時～８時２９
分」が２６.５％・１８施設だった。「７時～」も８.８％・
６施設あった。また、閉園時間では「お迎えがある
まで」が最も多く２６％・２２施設、次いで「～１８時」
２２.１％・１５施設、「～１９時」１４.７％・１０施設と続い
た。２０時以降も２施設あり、保育士の長時間労働が
顕著である。

（４）夜間保育について
夜間保育「実施」は５０.０％（３４施設）で、半数が
実施している。開始時間は、「１５時３０分」「１６時」
に半数が集中し、「～１６時３０分」が６１.８％となって
いる。「２０時以降」も５.９％・２施設あった。
夜勤回数は、「月３～４回」が１７.６％・６施設で

最も多かったが、「５回以上」は２９.４％と約３割に

保育時間（開園～閉園）
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も及び、「毎日」も１施設あった。

（５）２４時間保育について
２４時間保育については、「実施している」３３.８％
・２３施設だった。月の実施回数を見ると「５～６
回」「７～８回」がそれぞれ４施設、６施設と多
く、あとはかなりバラツキがあり、利用者の要望に
合わせた運営状況が推察される。「毎日」も１施設
あり、保育士の労働負担が重くなっている。

（６）病児保育等について
病児保育「実施」は２９.４％・２０施設（１５年度１１％）、

病後児保育「実施」は３３.８％・２３施設（１９％）で増
加している。

（７）園児数について
定員数については１１.８％・８施設が未記入だった
が、回答のあった中では、「３０～３９人」が２８.３％・
１９施設で最も多かった。次いで「４０～４９人」２０.０％
・１２施設、「１０～１９人」「２０～２９人」が同数で１６.７％
・１０施設だった。「８０人」が１施設、「１００人以
上」１施設など大型の院内保育所もあった。受け入
れ園児数については８.８％・６施設が未記入で、回
答のあった中では「２０～２９人」が２９.０％・１８施設、
次いで「１０～１９人」２４.２％・１５施設だった。定員数
と受入数をみると平均マイナス２.４人で、定員に５０
人不足も１施設あった（定員充足１０.３％、定員通り
１３.８％、定員不足７５.９％）。
園児の年齢は０歳児から学童まで幅広く、「受診

者の子の一時預かり」まで多様な要望に沿った保育
になっている。「職員の子」でみると「１歳」３３.９％
・５２２人が最も多く、次いで「２歳」２６.２％・４０３
人、「０歳」１６.８％・２５８人（１２％・３０１人）と 続
き、「０歳～２歳」までで７６.９％を占めた。夜間も
「１歳」「２歳」「３歳」「５歳」の順に多く、
「０歳」も１割を占めた。「地域の子」では、「１
歳」３３.３％が最も多く、「２歳」２１.３％、「０歳」
１４.７％と、低年齢児の多い傾向は同様だった。

（８）毎月の保育料以外の費用について
定期の保育料以外には、土曜、延長、病児、病後

児、夜間、２４時間、受診者以外の一時預かり、特別
（小学生）、臨時、短時間等、多様な設定があっ
た。「土曜保育料」は平均５７１円、最大２,０００円・最

小ゼロ円、「延長保育料」は平均４３０円、最大１,５１２
円・最小ゼロ円、「病児保育料」平均は１,７５０円、
最大３,０００円・最小ゼロ円、「病児後」の回答は１
施設で無料だった。「夜間保育」は平均１,５３７円、
最大３,０００円・最小ゼロ円、「一時保育」は半日単
位の設定や登録料月５,０００円で対応など、さまざま
だった。「受診者の子」一時預かりは、平均９４４円
だった。

（９）給食・おやつの実施
「給食実施」は９５.６％で、「保育所内調理」は

５７％、「病院内調理」２４.６％、「業者」１８.５％％だ
った。おやつ「実施」はほぼ１００％、「保育所内調
理」が９０％、「病院内」６.０％、「業者」が４.０％だ
った。

（１０）気になる園児について
約１割の未記入を除いて、気になる園児が「い
る」は４７.５％と約半数を占めた。１施設平均２.３人、
受け入れ数のうちの４.２％を占め、最大では「１０
人」だった。具体的記載があった２５施設の記載をみ
ると、ADHD（注意欠陥・多動性障害）やASD
（自閉症、アスペルガー症候群）と思われる園児が
多く、その他にも、アレルギーや明らかに先天性疾
患と思われる園児もいた。気になる園児の対応で困
っている点では、「在園期間も短く低年齢のため、
個性や育ちの部分なのか発達障害なのか見極めが難
しく、専門機関につなげにくい」「夜間しか利用し
ていない児は、保育士の見方に偏りがあるのかと悩
む」「親との温度差や親への伝え方」「子どもの多
様化に対する自分たちの情報不足、学習不足」など
があげられた。

（１１）研修等について
研修の受講は「自治体」が最も多く半数を占め、
次いで、「保育団体」「病院」「企業」「労働組
合」と続いた。研修への要望については多岐にわた
り、持ち方等については、「研修費・受講料の支
給」「研修参加を保障する人員体制」「年度前半の
児数が少ない時が参加しやすい」などがあった。ま
た、内容については、「低年齢児に合わせた保育内
容」「自閉症について知識を得たい」「国の保育制
度」などがあった。
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４．保育委員会・保育連絡会
（１）保育委員会について
委員会が「ある」は６０.３％・４１施設で、委員会に

「労組が参加している」のは３９.０％・１６施設（５４％
・３８施設）だった。最も多い構成では、「経営者・
保護者・保育士・労働組合」だった。
未回答を除き、保育委員会の開催は「定期」が最

も多く５１.０％・２５施設、「不定期」２６.５％・１３施設、
「開催していない」２２.４％・１１施設だった。頻度に
ついては「年１回」が最も多く５２.０％、「月１回」
２４％（５３％）、「半年に１回」１２％だった。

（２）父母会等について
父母会「あり」は５４.２％・３２施設、「なし」は４５.８％
・２７施設だった。院内保育所連絡会は「わからな
い」「未記入」が多く３５.３％、それを除いて「あ
り」は２７.３％で３割にも満たなかった。また、自治
体交渉についても、「わからない」「未記入」が４１.２％
と多かった。そこを除外しても、「交渉に参加」は
７.５％、「交渉はあるが参加していない」７.５％で、
８５％は「交渉がない」であった。

５．制度変更による変化
（１）診療報酬改定による変化
２０１６年度診療報酬改定において、看護職員の夜間
勤務負担軽減策をとる施設に加点された。その項目
の選択肢の１つに「夜間保育」が入り、その影響を
今回の調査で聞いた。夜間保育開始は１６.２％、未回
答を除くと２２.９％で、約２割前後が診療報酬改定で
夜間保育を開始したと思われる結果となった。

（２）「子ども子育て新システム」移行について
２３.５％の未回答を除くと、「移行している」９.６％
・５施設（２％）、「検討中」７.７％（４％）、「移行し
ない」が７３.１％・３８施設だった。「検討」「様子見
て検討」を合わせると１７.３％・９施設で、「移行」
「検討」が増加傾向といえる。

（３）企業主導型保育事業の移行について
「移行している」はゼロだった。未回答２７.９％を

除くと、「検討中」「様子見て検討」が１８.４％・９
施設、「移行しない」は８１.６％・４０施設だった。
「新制度」「企業主導型」について、「両方とも
移行予定なし」は５６％、「未回答」２７％、「どちら
か一方でも検討中または検討したい」は１７％となっ
た。「検討」「様子を見て検討」での理由は、「病
院が赤字で予定が立たない」「新制度が無理なら企
業主導型を考えたい」、「移行しない」では、「職
員受け入れ優先」「利用者が多く地域枠設定の余裕
がない」「保育士不足で定員増できない」などの記
載があった。

（４）新制度による保育内容の変化
移行した５施設の中では、１施設が「延長保育」
「一時預かり保育」が追加されたと答えた。もとも
と「夜間保育」「病後児保育」は実施されていたた
め、影響はないとのことだった。

（５）待機児童による影響
１７.６％・１２施設が未回答だった。未回答を除く
と、「影響あり」は３０.４％・１７施設だった。「影響
あり」についての記載では、「職員の子が入園でき
ず、休職せざるを得ない」「認可園に入れないた
め、院内保育の定員が一杯になり途中入園の受け入
れが困難」「院内保育所があることで、病院の入職
希望者が増えている」などが目立った。

６．保育所運営費について
（１）補助金活用について
５７.４％・３９施設と未回答が多かった。新制度や企
業主導型の移行が少ないので、最も多い補助金につ
いては医療介護総合確保基金で３０.９％・２１施設だっ
た。

「新制度」移行への推移
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結果の特徴と今後の課題

（２）厚労省院内保育所補助について
補助申請「していない」が最も多く３６.４％、次い
で「Ｂ型」３１.８％、「Ａ型」２０.５％、「特Ｂ型」６.８％、
「特Ａ型」はゼロだった。「２４時間保育補助」の申
請「あり」は２２.０％・９施設、「休日保育補助」申
請は２４.４％・１０施設だった。一方、「病児保育補
助」申請は７.７％・３施設のみ、「児童保育補助」
申請は１施設、「緊急一時保育補助」は申請ゼロだ
った。「２４時間」と「病児」の最大日数はほぼ毎日
にあたる３５４日、３６５日であった。

（３）自治体からの補助
「県の補助あり」は２３.７％で、平均額約３４６万円

（最高約５３７万円、最小１８１万円）、「市町村補助あ
り」は２２.９％、平均２０５万円（最高５２０万円、最小１２
万円）だった。

（４）その他からの補助
その他からの補助としては、「社会福祉協議会か

らあり」２.９％だった。

（５）病院の運営費負担について
病院の負担については、記入が５０％・３４施設だっ

た。負担の平均額は約２，０２３万円、最高９，４１０万円、
最小２５万円と大きい差となった。

１．長時間労働の常態化
通常の保育時間「１０時間以上」が８割弱で、うち

１３時間以上が１割近くになった。経年変化をみても
開園時間はより早く、閉園時間はより遅くなってお
り、保育時間前後の準備や後片づけなども含めると
総じて労働時間が長くなっていることは明らかであ
る。延長保育は早朝６時半から夜の２２時までと長
く、特に閉園時間後の延長保育は「お迎えがあるま
で」が４割弱にまで増えている。保護者である医療
・福祉労働者の長時間労働の影響を受けて、保育時
間がさらに長時間化している。
さらに土曜日が約９割、日曜が５割、年末年始も

４割を超えて保育を行っており、土曜の７時開園、
２０時以降閉園という施設もあった。一番多いのは、
やはり「お迎えがあるまで」で約３割である。夜間

保育は５割、２４時間保育も３割強で実施。病児・病
後児保育も行われ、医療・福祉労働者がフルに働け
るために、保育士はじめ保育所職員、ひいては子ど
もたちに大きな負担がかかっていることがわかる。
一方、時間外労働をみると、８割が何らかの時間
外を行っているものの、「１０時間未満」６１.８％とさ
ほど多い印象はない。しかし、これだけ多い開園日
と長時間開園になっていることを考えると、施設調
査であることや、「残業」としての扱いが周知され
ているのかの疑問も残るため、今後の調査課題とし
たい。いずれにしても、この長時間労働の常態化は
医療・福祉労働者の働き方が起点であり、人手不足
を互いの犠牲で補うやり方には終止符を打たねばな
らない。大変でも育児にかかる時は一時であり、労
働者に働き続けてもらうためには経営者が率先して
支援しなければならない課題である。

２．処遇改善から取り残されている
「保育園落ちた、日本死ね」のブログから、日本
の待機児童問題が社会化した。政府が「子ども子育
て新システム」や「企業主導型保育事業」を打ち出
したが、未だ問題は解決の見通しが立っていない。
保育士の争奪戦が始まり、各自治体で処遇改善も打
ち出されている。しかし、院内保育所は処遇改善か
らほど遠いところにある。認可園に入れず院内保育
所の定員が膨らんだり、職員の子の入園確保のため
に年度の前後で定員が大きく違ったりなどの待機児
童問題に大きく影響受けているにも関わらず、多く
が認可外のために補助金が少なく、職員の処遇改善
がはかられていない。
処遇の悪さの最も大きな要因の１つは、委託化で
ある。院内保育所の設置主体は約９割が「病院」で
あるが、運営主体は「企業」が４７％と約半数にのぼ
る。２０１２年度には６３％だった病院運営は年々企業委
託へと変わり、最近では最初から委託で保育所設置
がされるようになってきた。病院等からすれば運営
に伴う煩雑な業務からの解放と、経済的負担が軽減
する「メリット」で選択しやすい状況にある。しか
し当然ながら、保育労働者の賃金や処遇は直営より
低下する。夜勤・交替制労働者確保策として活用
し、病院都合に合わせた長時間・休日・夜間・病児
病後児など多様な保育を担う職場を切り捨てて良い
わけがない。処遇改善の責務は経営者にも、待機児
童対策として結果的に活用している国・自治体にも
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ある。また、同じ職場の仲間の処遇改善として労働
組合の奮闘も求められている。

３．専門職としての処遇改善が急務
院内保育の大きな特徴のひとつは、ゼロ歳児から

学童までという園児の年齢層の幅広さと、「０歳～
２歳」までが８割近く締める低年齢児の多さであ
る。厚労省の状況調査（２０１６年３月、「０歳～２
歳」認可園で４１％、認可外で５４％）と比較しても、
２歳までの多さが際立っている。多様な発達段階の
子どもたちを多数保育する高い専門性が求められて
いるにもかかわらず、長時間労働の常態化とともに
低賃金とそれに伴う人員不足が顕著である。
厚労省賃金構造基本統計調査（平成２８年）で平均

所定内賃金をみると、看護師は２３１,３００円、保育士
１８２,８００円、幼稚園教諭１８８,３００円であるが、今回の
院内保育の調査では１６０,５２３円だった。同じ資格を
持つ保育士と比較しても２万円低く、その背景に非
正規職員の多さがある。今や職場の半数が非正規
で、その勤続年数は「１年未満」が１７.７％、３年未
満までで５１.７％になっている。常勤職員で確保でき
ない経営基盤であること、また安全のために職員を
プラス配置することによって平均賃金が低下する状
況を生んでいる。
また、人員不足により年休取得もままならず、休

憩時間についても園児と「一緒に取っている」が３
割を超え、休憩もきちんと取れていない状況にあ
る。「気になる子」がいると半数が答え、研修への
要望も高く具体的であるが、参加できる状況にない
人員不足が根底にある。専門職としての教育・研修
の保障はもちろん、賃金・労働条件改善は園児の安
全性や保育の充実からみても急務である。

４．国・自治体に制度改善させる
２０１６年４月の診療報酬改定で「看護職員夜勤配置
加算」を取得するための要件として「夜勤時間帯を
含む院内保育所を設置している」ことが選択肢に入
ったことで、１６.２％が夜間保育開始したと答えた。
待機児童問題の影響も受け、保育の規制緩和も急ピ
ッチで進められている。また、政府の医療・介護・
福祉政策は、増員せずに業務や資格の枠を規制緩和
する「合理化」を進めるものである。それぞれの専
門性の否定につながる政策が進められようとしてい
る時だからこそ、保育の充実を国・自治体に求め、
制度を改善させなければならない。そのためにも仲
間を増やして、保育士自らが立ち上がると同時に、
同じ攻撃をかけられている医療・介護・福祉労働者
全体が連帯して社会保障充実の取り組みを強化する
必要がある。

（円）
日本医労連 厚生労働省

院内保育所調査 賃金労働条件実態調査 賃金構造基本統計調査
初任給 保育士（３６施設） 保育士（４７施設） 保育士（女性）幼稚園教諭（女性）調理師（女性）栄養士（女性）看護師（女性）
平均 １６０,５２３ １６８,８９２ １８２,８００ １８８,３００ １６２,１００ １８６,８００ ２３１,３００
最高 １９３,２００ １９６,５６０
最小 １２２,０００ １３０,５００

２０１６年初任給調査
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保育園の拡充は時代の要請

「保育」とは何か？

保育は、その子の人生を変える

みなさん、こんにちは。私は、全国保育団体連絡
会の保育研究所の責任者を勤めています。本日は、
保育をとりまく状況についてお話しします。

昨年２、３月あたりがピークでしたが、保育問題
がマスコミの注目を集めました。「保育園落ちた、
日本死ね！」というお母さんのブログが話題にな
り、待機児童の問題は一体どうなっているんだ、あ
るいはそこから派生して、待機児童問題の背後には
保育士の処遇の悪さがあるというような話になりま
した。
私たちもびっくりするくらい社会的な関心が集ま

り、保育士の処遇を何とかしなくては、というよう
な世論が形成されました。こうしたことはこれまで
なかった、おそらく日本の歴史上、ここまで保育の
問題が注目されたことはなかったと思います。
とはいえ、まだ多くの問題が解決していません。

特に東京の待機児童問題は厳しく、申し込みをした
家族のうち３人に１人が入れないような区もあり、
異常な状態が実際には続いています。
歴代の内閣も「待機児童ゼロ」という政策は掲げ

ていました。安倍首相も「待機児童解消加速化プラ
ン」と言っており、２０１６年度末には解消しているは

ずだったのですが、国会答弁を聞く限り、その目標
期限を忘れていたようです。結局、「解消はできま
せん」と宣言して、今年６月に新しいものを出すそ
うです。

最近は「幼児教育」という言い方がよくされます
が、教育というと学校で行われていることがどうし
てもイメージされてしまうので、「幼児の場合、
『教育』という言い方でいいのか」という声もあり
ます。子どもの世話・ケアという部分も実はとても
大事で、保育の世界では「養護」と言いますが、
「養護と教育が一体となった営みが保育だ」と私た
ちは整理しています。
赤ちゃん時代から当然、教育的な営みはありま
す。ただし、それは子どもの生理的な要求に対する
対応から始まっているので、オムツ交換の時に声を
かけることも立派な教育的活動ですが、なかなかそ
こが一般的に理解されません。
そこで、「教育と言わず保育と言おう」という暗
黙の合意がありました。研究者などによる学会は
「日本保育学会」と言いますが、最近は「保育」と
言わず「幼児教育」が非常に強調されるようになっ
ています。そのことは、ケアの部分がないがしろに
されることにつながる恐れがある。介護の問題にも
共通しますが、ケアワークに対する評価が非常に低
いと感じています。

ただ、保育がとても大事な営みだということは、
世界的にも注目を浴びてきています。
アメリカの「ペリープリスクール研究」という有
名な研究があります。アメリカには公的な保育制度

日本医労連保育対策委員会講演（２０１７年４月２０日）から

保育をとりまく状況
―私たちの願いを実現するために

さかさい なおき

逆井 直紀
保育研究所・全国保育団体連絡会

講演
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○　ペリー就学前計画は、1960年代のア
メリカ・ミシガン州において、「質の高
い幼児教育プログラムに参加したグルー
プ」と「参加しなかったグループ」を対
象に、その後長期にわたり追跡調査を実
施しているもの。

○　質の高い幼児教育プログラムへの参加
は、その後の「学校のよい成績」「より
高い収入」などにつながっているとの結
果が出ている。

○OECDでも、こうした研究成果を背景に、
幼児教育の重要性に関する提言がなされ
ている。 0 10 20 30 40 50 60 70（％）
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質の高い幼児教育の介入実験を
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40歳での主な効果

高校卒業

40歳で年収２万ドル
以上

40歳までに逮捕歴
５回以上

子育て家族を支える

がなく、保育は市場化されています。スラムのよう
な貧しい地域では、保育は受けずに学校へ上がって
いくのが一般的です。この研究は、そうした地域
で、保育を施す子どもたちと施さない子どもたちを
比較した研究です。保育の効果を調べるわけです。
３歳・４歳児に保育を施したグループと施さなかっ
たグループについて、ずっと追っていくという研究
で、現在も継続中のはずです。
４０歳時点での状況を見ると、保育を受けた子ども
たちの方が、健全な大人になって、きちんと働い
て、収入も得ている結果になっています（図表
１）。測定のための指標がいろいろありますが、例
えば「４０歳までに逮捕が５回以上されているか・さ
れていないか」という指標があります。アメリカの
すさまじい状況を表していますが、そこでもやはり
差があります。良い保育を受けた方が、大人になっ
た時の逮捕の回数は少ないという結果が出ていま
す。
こうした研究からみえることは、「その子の人生

を左右する」ということです。幼児期にきちんとし
た保育を保障することが、結果的に社会的にも健全
な大人になり、働いて収入を得て税金を払ってくれ
る人になるわけですから、財政効率的にはそちらの
方がいいのではないか。そこを保障せずに、犯罪者
を出して刑務所にお金をかけるよりはよほどいいの
ではないかと、とても注目されている研究です。
日本政府が幼児教育無償化を議論する際にも、こ

うした資料が提供されていて、「保育や幼児教育は
大事だ」という話になりつつあります。

保育の需要が非常に高まってきています。子ども
のいる世帯のうち、母親が専業主婦で育児に専念し
ていて、父親だけが働いている世帯数を１９８０年から
２０１５年まで見てみると、専業主婦は右肩下がりで、
共働き世帯は増えています。そこがちょうどクロス
するのが１９９０年代後半です。このあたりから待機児
童問題がクローズアップされてきました。
雇用の不安定化などから父親が働き一家を養うと
いう形態が成立しなくなってきている中で、共働き
が当たり前になってきています。その結果、保育所
を求める人たちも増えています。
それに対し社会の側はというと、保育の担い手は
それまで保育所と幼稚園でした。幼稚園は「教育」

かんかつ

のため文部科学省の管轄で、３歳からの保育を担っ
ています。保育所は一応、ゼロ歳からが対象で、こ
れは「福祉」なので厚生労働省が担当しています。
かつては保育が必要な人が限られていたため、幼
稚園を増やせばいいではないかという議論でした。
専業主婦が多い時代はそれで良かったかもしれませ
んが、状況は大きく変わってきています。変化に対
応せずに保育所を増やしてこなかったことが、待機
児童問題を招いたと言えるでしょう。
特に焦点になるのが低年齢児の保育です。ゼロ
歳、１歳、２歳の子どものお母さんが働き続ける場
合、低年齢児の保育が保障される必要があります
が、その整備が非常に遅れてきた。

図表１ 幼児教育の効果に関する代表的な
研究成果～ペリー就学前計画～

内閣府「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議資料（第１回）」２０１３年３月２５日）
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１・２歳児保育は今後も拡大

「量の拡大、質の向上」は時代の要請

保育の新しい制度

待機児童は日本全国で見るといろいろな違いがあ
り、深刻なのは東京や首都圏です。田舎に行くとそ
うでもない。ゼロ歳、１・２歳の受け皿が少ないと
いう問題は、都会・地方問わずありますが、深刻度
は東京が一番です。
なぜかというと、東京は所得の高い層が住んでい

たので、専業主婦の割合が多かったわけです。その
ため、保育の提供体制も幼稚園中心でした。それが
この間、急速に変わってきたため、保育所が足りな
いという事態が深刻に表れているのです。

保育の普及状況について見てみましょう。年齢別
に子どもがどこで保育を受けているかについて見て
みると、２０００年始め頃に比べて、２０１５年くらいにな
ると保育所や幼稚園で保育を受ける子どもたちの割
合が増えています。
とくに、３歳児と１・２歳児のところで非常な勢

いで増えています。２０１５年では、例えば１・２歳児
の３４．５％が保育所で保育を受けており、４．１％が認
定こども園で保育を受けています。認可外の保育施
設が４．３％。事業所内保育もここに当たる部分が多
い。残りの５７．２％は家庭で保育を受けています。
２００３年と２０１５年を比べても、すごい勢いで伸びて
います。おそらく、早晩５割を超えるのは確実だろ
うと思います。１・２歳児でも過半数が保育を受け
るようになっていくということです。
３歳児では、２０１５年の場合、認可外保育が

３３．７％。３歳児から幼稚園に通う子がでてきます。
４・５歳児はほぼ確実に、幼稚園か保育所で保育を
受けている。３歳児も早晩、同じようになるでしょ
う。
家庭の育児力の低下という側面もあるでしょう

が、母親だけで子どもを育てるということは、人類
史上それほどやっていなかったことではなかったの
で、そもそも無理がある。今後、保育施設と家庭が
連携しながら子どもを育てていく時代になると考え
るべきです。１・２歳児の保育も含めて、受け皿を
つくっていくことが大きな課題になっています。

以上のことなどから、保育の充実は絶対的に必要
なことです。子どもの数は減っていますが、保育は
充実させていかなければならない。それは、量的に
増やしていかなければならないし、質の改善も大き
な課題です。
おそらく、国も課題として認識しているだろうと
思います。ただし国は、認可保育所で資格を持った
保育士が保育に当たるのはお金がかかり過ぎるか
ら、それ以外の受け皿をつくろう、保育士でなくて
もいいようにしようという規制緩和をやっていま
す。あるいは、少ない面積で子どもをたくさん預か
るようにしようという規制緩和をやりながら、受け
皿を増やす。また、これまで株式会社は保育に参入
できなかったのが、２０００年に解禁して、株式会社で
も保育園が経営できるようになりました。
量拡大はこれからも課題ですが、今後は、質の充
実も社会的な課題になっていくと思います。

爆発的に増えていく保育ニーズに対応するため、
従来の制度では対応できないということで、２０１５年
から保育の新制度が始まりました。
基本の考え方は介護保険と同じです。介護保険導
入前、介護サービスは自治体が責任をもって提供し
ていましたが、その措置制度をやめて市場化をはか
りました。保険という仕組みで財源を確保して、株
式会社も含めてどんどん事業者を参入させる仕組み
が導入され、障害者の自立支援制度ということで障
害者の分野にも導入されました。
２０１５年からは保育にもそれを導入しようとしたの
ですが、非常に抵抗もあって、保険の形式はとらず
保育所については従来の仕組みが残り、保育所は市
町村の責任で保育するという児童福祉法２４条１項の
枠組みは残すことになりました。結果的には、介護
保険の仕組みをベースにしながらも、介護保険とは
ずいぶん違ったものが展開されることになりまし
た。
保育で新制度を入れるときの１つの理由が、これ

講演
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企業主導型保育の導入

までの制度では待機児童が解消できないというもの
でした。認可保育所ではなくて小規模保育をたくさ
んつくるから、そこが低年齢児保育の受け皿になる
という話だったのです。小規模保育は、ビルの１室
でもすぐ保育が始められるというものです。１９人ま
での定員で保育を行い、資格者は保育士５０％でもい
いし、あるいは家庭的保育の延長線上の施設の場
合、保育にあたるのは資格者でなくてもいいとされ
ました。
新制度導入後、小規模保育も増えましたが、大き

な問題が出てきました。小規模保育は３歳までなの
で、そこを卒園した子どもたちの行き場がない。幼
稚園を使えばいいと言っても、東京などでは幼稚園
もいっぱいです。切り札として導入された小規模保
育も、ダメだという話が出てきて、やはり認可保育
所をつくる方がいいのではないかという声が強くな
っています。

そうして手詰まり状態になっている中で出てきた
のが、企業主導型保育です。昨年からスタートして
います。
児童手当等の財源である事業主拠出金の一部を使

って企業主導型保育に国庫補助を設け、そのお金を
使って事業所内保育所を増やしましょう、と位置づ
けました。この新制度は導入時には構想されておら
ず、昨年度急きょ出てきたものでした。
新制度は、子どもの身近な市町村が実施主体とい

うことが売りだったのですが、それに対して企業主
導型保育は市町村が関与せず、国庫補助を直接企業
が受けて、それで運営できることが売りになってい
ます。内容としては、新制度の小規模保育の補助が
ベースになっているような仕組みで、資格者が半分
でもいいというような基準が設定されています。
私たちが何より問題だと思うのは、市町村の関与

がないことです。しかし、実際にスタートしている
し、この補助を受けていく事業所は増えていくと思
います。
問題点としては、例えば朝日新聞の３月２４日付け

記事では、待機児童対策として企業主導型保育を入
れたものの、首都圏では場所の確保が難しく、結果
的に待機児童がいないような地域で企業主導型が増

えていると報じられています。基準が緩いという問
題も指摘されています。自治体からは、自分たちの
負担がなく施設ができて、そこに入った子どもたち
は待機児童としてカウントしないならいいではない
かという声もあり、増えていくでしょう。しかし、
それでいいのかは疑問です。
こうして受け皿は多様に増えていますが、保護者
としては、きちんと条件の整ったところで安心して
託せる施設を増やしてもらいたいというのが願いだ
と思います。
実際、「企業主導型のように行政が責任を負わな
いけれど施設が増えるのならいいのでは」という声
もありますが、心配する声も出ています。心配が現
実になったような事件も報じられています。
２０１４年に起きた事故ですが、宇都宮市の「トイ
ズ」という認可外の保育施設で、９カ月の子どもが
熱中症で死んだ事件があって、遺族が「どうしてう
ちの子が死んだのか、原因究明したい」とインター
ネットで情報提供を呼びかけたところ、そこで以前
働いていた職員の方が「こんな保育をしていまし
た」と写真を投稿したわけです。
子どもを毛布でグルグル巻きにしたり、オムツ交
換の手間を省くために、できるだけ水分を与えない
ということまでされていたそうです。熱中症になる
要素を自分たちでつくっているような話で、実際に
子どもが亡くなってしまった。これは刑事事件にな
り、裁判で係争中です。
もう１つは、２０１６年３月１１日に「キッズスクエア
日本橋室町」で子どもが死亡した事件です。１歳２
カ月でした。日本橋室町といえばオフィス街です
が、「キッズスクエア日本橋室町」は、大変立派な
オフィスビルの中にありました。大企業がたくさん
入っているので、そこから費用をもらって、本来で
あれば地域の保育園に預けられればいいのでしょう
が、企業の社員の子どもがなかなか入れない時に、
育休明けの子どもたちを受け入れる保育施設をつく
ったらどうかということで、保育室がつくられたの
です。
そこでどんな保育が行われていたかというと、ベ
テランの保育士がいない中で、子どもがワーワー泣
くので持て余してしまい、園長が「その子は別室に
置いておきなさい」という指示を出し、ほったらか
しにされて、たぶん吐いたのだと思いますが、気づ
いた時には息をしていなかった。園長は資格者でし
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箕輪明子（名城大学）「保育士のおかれている現状と処遇改善の視点」『保育士白書』2016年版
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保育の未来をどう描くのか
急速に悪化している保育士の賃金

たが、現場経験も１年３カ月しかなかったそうです。

こういう事例を見ると、保育の場合、きちんとし
た会社がやっているから大丈夫、という話にはなり
ません。「トイズ」にしても「キッズスクエア」に
しても、それなりの額の保育料を取っているし、後
者の場合は会社からも委託料ももらっています。そ
れでも、こんな程度の保育だということです。やは
り、「公」がきちんと保育の内容に責任を持つこと
が必要ではないでしょうか。
委託料や保育料など、いくら高いお金を払って

も、きちんとした保育が行われるという保証はない
わけです。きちんと資格者がいて、ベテラン保育士
がいるということが、保育の質の担保につながって
いくと思います。
そういう意味では、営利企業で儲け本位の人が保

育を始めるのはたしかに問題ですが、そこにベテラ
ンの保育士がきちんと配置されていれば、そこそこ
の保育はできるかもしれません。経験のない若い職
員と儲け主義の企業がセットになって保育を提供す
るのが最悪のケースでしょう。とんでもない事故が
起きる可能性が十分にあります。
では、どうすればいいのか。保育に金をかけるだ

けではダメで、最終的には「公」が、つまり行政が
責任を負う仕組みで保育の提供をしていかないとい
けないと思います。
「日本には金がない」とよく言われます。日本は

子どもたちのためにお金をまったく使っていない国
なので、ここの構造をいかに変えていくかについて
は、考えていかなくてはなりません。さまざまな分
野で「国際水準」と言われますが、それならば保育

の分野でも、国際水準並みにお金を出してもらいた
いものです。

もう１つは保育士の処遇の問題です。いま、急速
に悪化しています。以前から保育士の処遇は良くな
かったと言われますが、女性労働全体の中で見る
と、それほど悪い仕事ではありませんでした。それ
が、このところ急速に悪くなっています。
労働経済学が専門の名城大学の蓑輪明子氏に、民
間の保育士の年収の推移をグラフ化してもらったの
が図表２です。年収ベースで見ると、１９９５年、２０００
年がピークで、その後年収が下がり続けています。
要因の一つとしては、量が増えているので、年齢
が高くても、いったん辞めていて再び働き始めた保
育士もいるため、そこは割り引いて見なければいけ
ませんが、それでも例えば５５歳から５９歳までを見て
も、年収で２００万円も下がっているという状況が現
実にあります。働き続けている人は、そこそこの水
準の賃金をもらっている可能性はありますが、そう
した人の賃金を保障するために非正規を雇うといっ
た状態になっていて、全体的には賃金が下がってい
る。よく、「全産業の平均賃金に比べ月１０万円低
い」と言われています。
なぜ、このようなことが起きているのか。１つに
は、保育は国が保育の費用を設定していますが、そ
の基準となっている賃金のベースが低いという問題
があります。
もう１つは、職員の配置基準も国が決めています
が、とても国基準では十分な保育ができないため、
現場では基準よりも多くの職員を雇います。しか
し、国からは基準分の費用しか払われないため、職

図表２ 民間保育士（一般労働者）年収（試算）推移

講演
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処遇改善が政治課題に

保育所保育指針・要領の改定

保育を改善していくために

員は国が設定している賃金額より低い金額しか受け
取ることができません。

こうした問題を解消しなければならないというこ
とは、政治的な課題になってきています。昨年は国
会での論戦もあり、その時、野党は共同で「賃金５
万円アップからスタートしよう」ということで法案
を提出しました。ただし、審議もされず、いまのと
ころたなざらしになっています。
国も、少しずつ賃金を上げようという動きをつく

っていますが、職員の配置基準を変えることも大き
なテーマなのに、それにもなかなか手をつけませ
ん。職員の多忙を軽減するために「保育士にタブレ
ットを持たせよう」といった話がある程度です。日
誌を書くのが大変なので、タブレットを導入して、
簡単にコピペして書けるようにするといったよう
な、そんなところにはお金を使うんです。
さらに「質低下」への懸念に対して、研修を受け

ろという流れになっています。研修を受けた職員が
いる職場には、例えば４つの研修を受けた職員がい
たら、そこに月４万円払えるような加算をつけよう
ということがスタートしています。
しかし、一般の職員に４万円の加算をすると、主

任と一般保育士の給料基準額の差が４万円弱なの
で、主任よりも一般職員の方が高い給料になってし
まう。現場ではいま、大変混乱しています。
また、賃金の加算を受けるには、国が指定した研

修を受けなくてはなりません。研修内容が統制され
るのではないかという心配もあります。保育所保育
指針・幼稚園教育要領という、国としての保育のあ
り方を決めたものがありますが、その改定と連動し
ていくことも懸念されます。

保育所の場合、保育所保育指針があります。幼稚
園には幼稚園教育要領があります。学校教育に学習
指導要領があるのと同様です。従来は「これは参考
文献」という程度の位置づけでしたが、これが法的
拘束力を持つというように位置づけられるようにな

っています。
今回の改定は、教育基本法が２００６年に改定され

て、それ以降の本格的な改定としては初めてのこと
です。安倍首相が進める教育改革の方向に沿った改
定がされています。
具体的には、保育所ではこれまで位置づけられて
いなかった国旗・国歌について「親しむ」という文
言が入りました。書き方は微妙ですが、「それに従
って保育しなければいけません」という流れです。
実際にどのように職場に徹底されていくのかは分か
りませんが、公立の保育所の場合、「式典の時には
国旗を揚げましょう、国歌を歌いましょう」と業務
命令で徹底されていく恐れがあります。民間の施設
がどうなるのかは未知数ですが、「補助金が入って
いるから、きちんと従ってください」と監査のとこ
ろでチェックされやすい項目だろうと指摘されてい
ます。あるいは、研修でそうしたことが言われるで
しょうから、「うちの園ではどうして国旗を掲げな
いんですか？」などと若い職員から言われるような
保育職場が増えていく可能性も大いにあります。
今回、学習指導要領では小学校で道徳が教科化さ
れ、評価までしようという話が出ています。同様の
ことが保育にも押し寄せてくるのかなと心配してい
ます。森友問題で驚きましたが、「教育勅語」を暗
唱させるような園もある。今回の保育所保育指針に
も「教育勅語」とは書いてありませんが、ああいう
ものをリズムよく暗唱させることを奨励するような
文章が入っています。森友学園のような異常な教育
が、長い時間をかけて一般的になっていく危険性は
あるかもしれません。

保育を受けることは子どもの権利であるし、保護
者の願いもきちんと受け止めた制度をつくっていか
なければなりません。保育のあり方は社会のありよ
うにもつながっていくので、私たちの保育をどうや
ってつくっていくのか、職員も学び合うことが必要
です。また、そのための労働条件を獲得して、学び
合える条件を整備していくことが求められていると
思います。
ご静聴ありがとうございました。（拍手）
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仕事で潰された若者の命
ＫＫＲ札幌医療センターの
労働実態と違法な残業代対策

「存在消せるか、死ぬか？」「自分消えればいいの
に」――これは、２０１２年１２月に自ら命を絶った新人
看護師、杉本綾さんがソーシャル・ネットワーキン
グ・サービスのmixi（ミクシィ）に書いた日記の
一文です。就職したばかりで、仕事への意欲と希望
に満ちあふれているはずの新人看護師が、なぜこの
ような悲痛な言葉を発しなければならなかったので
しょうか。

ＫＫＲ札幌医療センターで発生した新人看護師過
労自死事件について、２０１６年１２月１５日、札幌地方裁
判所に労災不支給処分の取消訴訟が提起されまし
た。この事件は、夢と希望をもって看護師という仕
事を選び、ひたむきに仕事に取り組んでいた若者の
未来が、他ならぬその仕事によって圧し潰されてし
まったという許しがたい事件です。
同時に、この事件は、医療現場の恒常的過重労働、

新人看護師を指導・フォローする体制の不備など、
日本の医療現場の問題点や矛盾点が凝縮されたとい
える事件でもあります。
杉本綾さんは、１９８９（平成元）年４月、杉本家の

長女として生まれました。綾さんが中学２年生の時
に母子家庭となりましたが、綾さんは５歳下の妹の

面倒を見たり食事の支度をするなどして、忙しく働
く母親を支えました。私立の大学に進学することは
経済的事情から難しいと分かっていたため、猛勉強
の末に札幌市立大学看護学部に合格しました。
大学ではバドミントンサークルで活躍し、ドーナ
ツチェーン店でのアルバイトではほぼ毎日、午後９
時から午前１時まで一生懸命働いて、職場の仲間か
ら絶大な信頼を得ていました。大学卒業時にはアル
バイトで貯金したお金で、母親と妹さんを温泉旅行
に連れて行ってあげたそうです。
こうして綾さんは、忙しくも充実した大学生活を
経て、２０１２年３月、札幌市立大学を無事卒業し、４
月１日からＫＫＲ札幌医療センターに新卒看護師と
して就職することになりました。
ＫＫＲ札幌医療センターは看護学生に人気があ
り、競争率も高く、就職が決まった時、綾さんはと
ても喜んでいたそうです。綾さんは、希望に胸をふ
くらませて社会人生活をスタートさせました。

綾さんは、呼吸器科の入院病棟（６階西病棟）に
配属されました。この病棟は、ＫＫＲ札幌医療セン
ターにおいて最も長い歴史を持つ中心的な診療科と
されており、配属された際に「病棟１、２を争う忙
しさ」という説明がなされるほど、他の病棟と比較
しても忙しいところでした。そして、ここから綾さ
んの辛く過酷な日々が始まることになりました。
ＫＫＲ札幌医療センターは、所定労働時間が午前
８時３０分から午後５時１５分まで（休憩１時間）とさ
れていました。しかし、綾さんは、最初の１週間こ
そ午後５時台に上がれていたものの、２週目から
は、午後６時台、午後７時台と、次第に終業時刻が
遅くなっていきました。
始業時刻も、最初の２週間ほどは午前８時前後に

新人看護師過労自死事件の提訴報告

しまだ わたる

島田 度
弁護士（たかさき法律事務所）

特別
寄稿

―若者の命を潰す医療現場であってはならない
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自宅でもシャドーワーク

綾さんが自死に至るまで

出勤していましたが、３週目からは午前７時半前後
に出勤することが多くなり、実際に患者を受け持つ
ようになった４週目以降は、ほとんどの日で午前７
時半前には出勤するようになりました。
ゴールデンウィークが明けて５月に入ると、綾さ

んの勤務状況はさらに過酷さを増していきました。
終業時刻が午後９時を回ることも珍しくなくなり、
日によっては午後１０時を過ぎることもありました。
採用されて２カ月目である５月の時間外労働時間
は、タイムカードだけを基準としても９０時間を超え
ました。これは、新卒２カ月目の看護師としては異
常な長時間労働と言わなければなりません。
この異常な長時間労働と表裏の関係にあったと思

われるのが、ＫＫＲ札幌医療センターの徹底した残
業代対策です。ＫＫＲ札幌医療センターでは、タイ
ムカードが存在するにもかかわらず、超過勤務につ
いては申告制とされ、その勤務時間については看護
師長の了解が得られなければ残業と認めてもらえな
い運用がなされていました。ここでとりわけ標的と
なったのが新人看護師です。「教えられる立場で時
間外労働を申請するのはいかがなものか」などと言
われるため、新人看護師が残業代を申請すること自
体、はばかられる雰囲気となっていたのです。
この残業代の不払いの点については、後日、労働

基準監督署（労基署）による調査が入り、是正勧告
が出されました。未払い残業代の支払い対象は退職
者を含めて７００人以上にのぼり、その総額は７億円
以上という前代未聞の金額となりました。

しかも、綾さんの「仕事」の時間は、病院でタイ
ムカードを切っている時間だけではすみませんでし
た。新人看護師である綾さんは、病院での勤務を終
えて帰宅した後も、疾患等の学習や受け持ち患者の
病状の把握など、山ほどの課題に取り組まなければ
ならなかったのです。
この時期、綾さんと同居していた母親の記憶によ

れば、綾さんは、平日は１日あたり平均２時間、休
日には１日あたり平均５時間は、自宅でこういった
課題（シャドーワーク）を行っていたといいます。

こうした過重労働は、確実に綾さんの心身の健康
を削ぎ取っていきました。綾さんが過重労働に圧し
潰されていく様子は、綾さんが書いたmixi の日記、
友人とのLINEやメールなどに表れています。
６月２２日、綾さんは初めて事故報告書を出すこと
になってしまいましたが、その原因について綾さん
は、「いつもより情報収集の時間が短くなってしま
ったことで気持ちに集中できず焦ってしまいまし
た」と「毎日の振り返りシート」（新人看護師がそ
の日１日の勤務を振り返り、先輩看護師に指導コメ
ントを記入してもらうためのシート）に記していま
す。
７月１８日には、日勤の勤務中に涙が止まらなくな
り号泣してしまいました。このことについて綾さん
は、友人へのLINEで、「今日ついにいっぱいい
っぱいすぎて大号泣した」「なんかうまくまわらな
くていっぱいいっぱいになっちゃってさ」と記して
います。
その翌日の７月１９日、綾さんは早くも初めての夜
勤を経験することになりましたが、この夜勤におい
てインシデント（ヒヤリ・ハット）を起こし、２回
目の事故報告書を出すことになってしまいました。
インシデントの内容は輸液の過少投与であり、患者
さんの状態には幸い悪い影響は出なかったものの、
綾さんの受けた衝撃と自責の念は極めて大きいもの
でした。
インシデントから数日後のmixi の日記に、「こ
こ最近絶不調です。今月あたりからやることなすこ
と全部だめで、最悪なループにはまってて、この前
の初夜勤でどん底に落ちました。本気でどうやった
ら病院に来なくていいか、存在消せるか、死ぬか？
とか考えました。……かなりつらいけど、やらなき
ゃね。なんとか生きてます」と書き込んでいます。
それでも、夜勤明けから５日間ほど夏休みがとれ
たこともあり、綾さんは７月２６日からは再びＫＫＲ
札幌医療センターでの勤務を開始しました。しか
し、この頃から、長時間労働に加え１カ月に数回の
夜勤が加わったこともあり、綾さんの心身が受ける
ストレスは増えることはあっても減ることはなく、
心身のダメージは着実に蓄積されていきました。
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ＫＫＲ札幌医療センターの
職場構造について

ブラック企業と酷似した職場

１１月２９日、この日は綾さんの最後の出勤日となっ
た日でした。この日は夜勤で、夜勤を終えた１１月３０
日朝、先輩看護師との振り返りの際に、綾さんは、
突然泣き始めて涙が止まらない状況になりました。
翌１１月３０日のmixi の日記には、「看護師向いてな
いのかもー！他に出来そうな仕事があるわけでもな
いし、あー自分消えればいいのに なんてねー！」
と書き込みました。
そして、綾さんは、その後出勤することなく、１２

月３日、自宅で自死をするにいたりました。
自宅には、次のような遺書が残されていました。

「自分が大嫌いで、何を考えて何をしたいのか 何
ができるのか わからなくて 苦しくて 誰に助け
を求めればいいのか 助けてもらえるのか 全然わ
からなくて 考えなくてもいいと思ったら幸せにな
りました。甘ったれでごめんなさい」

事件記録を見ていくと、ＫＫＲ札幌医療センター
には、この事件が起きるべくして起きたとしか言い
ようのない構造があったことが明らかになりまし
た。
そもそも、綾さんが就職した当時のＫＫＲ札幌医

療センターでは、看護師の離職率が高止まりしてい
て、看護師の３分の２を２０代が占めていました。こ
のような年齢構成では、どうしてもベテラン・中堅
が手薄なため、「新人が新人を指導する」という状
況にならざるを得ません。指導を担当する看護師も
まだまだ経験が不十分で余裕が無いため、十分な指
導ができるはずがありません。他方で、職場として
は、新人看護師には１日も早く一人前の戦力になっ
てもらわなければ困りますから、要求もおのずと過
酷なものになります。
つまり、新人看護師にとっては、「十分な指導が受

けられない。しかし早く成長しなければならない」
という状況に置かれるわけです。このような状況に
おいて、指導の不足を補い、早く成長するためには、
必然的に新人看護師の労働時間が長くなります。
しかも、前述したＫＫＲ札幌医療センターの時間

外労働対策が、この状況に拍車をかけました。そも
そも時間外手当について割増賃金の請求が権利とし

て認められているのは、これによって使用者に過重
労働を抑制するインセンティブ（動機付け）を与え
るためですが、時間外手当を支払わないのであれ
ば、そのインセンティブも働かないため、使用者側
に時間外労働を抑制しようというモチベーションも
起こりません。
こうして、ＫＫＲ札幌医療センターでは、必然的
に新人看護師が長時間労働を強いられる状況が作ら
れていったのです。長時間労働に耐えられない者か
ら離職していくのは当然のことでしょう。そうする
と、さらに人手不足が起こります。そのため新人を
多く採用し、その新人を早く戦力として育てるため
に、また長時間労働を強いることになります。まさ
に悪循環というべき状態です。
さらに悪いことには、長時間労働が常態化した環
境に置かれてもなお、離職せずにいた数少ない先輩
看護師たちは、良くも悪くもこの職場に「順応」「適
応」してしまっていました。すなわち、これらの先
輩看護師たちは、ＫＫＲ札幌医療センターの長時間
労働にもなんとか耐えられる体力を持っており、か
つ、ＫＫＲ札幌医療センター以外の職場を知らない
ため、新人看護師に残業代請求をさせないといった
ＫＫＲ札幌医療センターの（間違った）企業文化を
も、「当然のこと」「そういうもの」として受け入れ
てしまっていました。
そうなると、先輩看護師たちは、長時間労働や時
間外手当請求の抑制といったＫＫＲ札幌医療センタ
ーの（間違った）職場のあり方について、疑問に思
うどころか、むしろ新人看護師に積極的に教え込ん
でいく役割すら担っていくことになってしまいま
す。このように、先輩看護師によってＫＫＲ札幌医
療センターの間違った企業文化は、さらに維持・強
化されてしまっていたのです。

このようなＫＫＲ札幌医療センターの労働実態を
みていると、その職場の構造が、この間世間で話題
となったいわゆるブラック企業と非常に近いことに
気づかされます。
今野晴貴著『ブラック企業―日本を食いつぶす妖
怪』（文春新書）によれば、ブラック企業の特徴は、
若者を大量雇用し、超長時間労働を強いて使い潰す

医療労働 １９



労災申請から再審査請求まで

働き続けられる医療職場に

ことにより、高い利潤を得ることです。
この点、ＫＫＲ札幌医療センターも、全国の関連

病院の中では群を抜く黒字病院であり、その利益率
は８．９％と、関連病院中最高とのことでした。
人の命や健康を預かる職場でありながら、実はブ

ラック企業と近い構造を持っていたというのは、衝
撃的な事実です。綾さんの過労自死の背景に、こう
いったKKR札幌医療センターの労働現場の構造が
あったことは、間違いないでしょう。

綾さんの母親は、綾さんの自死が、ＫＫＲ札幌医
療センターでの過重労働によりうつ病を発病した結
果であるとして、２０１４（平成２６）年１月２８日、札幌
東労働基準監督署に労災申請を行いました。しか
し、同年１０月７日、札幌東労基署は不支給処分を下
しました。１１月２８日に審査請求を行いましたが棄却
となり、さらに２０１５（平成２７）年７月２９日に再審査
請求を行いましたが、これも棄却となりました。
精神疾患が労災認定と認められるためには、業務

上で受けた心理的負荷の大きさが「強」と判断され
る必要がありますが、労災申請から再審査請求に至
るまで、労災行政は、綾さんの受けた心理的負荷が
「弱」にとどまるとの判断を繰り返してきました。
審査請求段階では、４人の参与のうち３人から「取
消相当」（＝原処分を取り消し、労災であると認め
るべき）という意見が述べられたにもかかわらず、
やはり審査官の判断は「弱」だったのです。
これほどの過重労働を強いられていたにもかかわ

らず、なぜ労災行政は、綾さんについて業務起因性
を認めなかったのでしょうか。
大きな理由の一つは、労災行政が２０１１（平成２３）
年１２月に作られた「精神障害の労災認定」という判
断基準を杓子定規に運用していることにあります。
この「精神障害の労災認定」は、評価できる点も

多々あるのですが、労災行政はこの判断基準を、労
災を認めるためではなく、どちらかというとこの判
断基準に当てはまらないものはすべて労災ではな
い、というように、労災認定の切り捨ての方便とし
て用いているふしがあります。
例えば、「精神障害の労災認定」においては、時

間外労働が１カ月あたり１００時間を超えるかどうか

が重要な判断基準の一つとされています。この点、
タイムカードだけを基準にしたのでは、綾さんの時
間外労働は、どうやっても１００時間を超えません。
労災行政は、これだけを理由に、綾さんの長時間労
働の心理的負荷の程度を「弱」としました。もちろ
ん、綾さんが自宅に帰ってから取り組んでいた膨大
なシャドーワークは、全く考慮に入れられていませ
ん。
綾さんが経験したインシデントについても、その
ことによって患者の容態に影響がなかったことなど
から、やはり心理的負荷の評価の程度は「弱」とし
ました。
さらに、綾さんが新人であるためあらゆる業務が
初めてのことであり強いプレッシャーを感じていた
こと、看護師という職業が人の生命健康そのものを
扱う仕事であるため大きな心理的負担感があること
などについては、そもそも「精神障害の労災認定」
にそのような項目がないためか、判断の対象にすら
してもらえませんでした。
少なくとも行政段階では、本件の本質を理解して
いるとはとてもいえないような審理がなされていた
というほかありません。訴訟手続の中では、上記の
ようなことを裁判所に強く訴えていき、なんとして
も勝訴判決を勝ち取りたいと思っています。

これまで述べてきたように、この事件は、日本の
医療現場における労働実態や人材育成における問題
点が凝縮されたような事件です。人の命と健康を預
かるはずの職場が、このようなことでいいのか。こ
れでは、日本の社会は根底から崩壊していくのでは

りつ

ないか。事件記録を読み返すたびに、幾度となく慄
ぜん

然とさせられてきました。
この事件は、絶対に勝たなければいけない事件だ
と思っています。勝って、このような医療現場であ
ってはいけないのだ、このような労働現場であって
はいけないのだということを、日本社会の共通認識
にしなければいけない。そうでなければ、日本の社
会は、人の命と健康を大切にしない社会への変貌
を、より一層加速させていってしまうでしょう。
原告に、そして弁護団に、今後ともご支援をよろ
しくお願いします。

２０ 医療労働



賃上げなしには「輝けない」

女性の６割が非正規労働者

２０１６年の日本のジェンダー格差指数は、１４４カ国
中１１１位でした。安倍政権は「すべての女性が輝く
社会」を実現するといいますが、ジェンダー平等は
後退し続けています。とりわけ、「経済活動の参加
と機会」の指標は１１８位（２０１２年１０２位）と低く、全
体を引き下げています。

男性の平均年収は５２１万円、女性は２７６万円（２０１６
年９月発表・国税庁民間給与実態調査）と、女性の
賃金は男性の約半分です。さらに、女性労働者の
４２．９％がワーキングプアと言われる年収２００万円以
下におかれています。自立できない低賃金で、自分
の人生を選び、輝くことなどできるはずがありませ
ん。賃上げは、輝くための第一課題です。では、女
性の低賃金の原因はどこにあるのでしょうか。
第一に、女性の役職比率が１２．５％と依然として低
いことです。管理職への道が開かれる総合職は、６０
歳では月５７万８，２８９円、一方、一般職は月３３万７，９７１
円と、その差は月２４万円にものぼります。しかし、
総合職は長時間労働や転勤が当たり前なので、女性
は選ぶことが困難です。総合職の割合は、男性
８８．４％、女性は１１．６％。一般職の割合は、男性
１４．０％、女性８６．０％と、明確な「間接差別」が存在
します。

第二に、看護師・保育士・介護労働者など女性の
多い職種の低賃金が女性全体の賃金を押し下げてい
ます。女性が担わされてきた家事労働への低い評価
がもとになり、専門性が正当に評価されていませ
ん。医療・介護・保育の慢性的な人手不足は、女性
労働者が働き続ける基盤の崩壊にもつながります。
抜本的な賃上げと労働条件の改善が求められます。
第三に、非正規労働者の低賃金は、そのまま女性
の問題です。男性正規労働者を１００とすると女性非
正規労働者は５０．４（２０１４年厚生労働省、賃金構造基
本統計調査）。同一労働同一賃金の実現が必要で
す。パート労働者のベース的賃金である最低賃金が
低すぎて生活できる賃金ではないことも問題です。

６割もの女性が、低賃金のもと、雇用不安を抱え
ながら非正規で働いています。なぜでしょうか。
第一に、男性の長時間労働が、家族的責任を女性
に押し付けています。３０代男性の１７％、４０代男性の
１６．９％が週６０時間以上という長時間労働です（総務
省「就業基本調査」）。定時に帰れる男性が３割し
かいないため、家事・育児が一方的に女性にのしか
かっています。「ワンオペ育児」「ワンオペ家事」
など、女性が正規で働けない状態です。
第二に、女性労働者の５割（半数）が第１子の妊
娠・出産を契機に離職しています。妊娠・出産前後
の退職理由は、①勤務時間があいそうにない
（５６．６％）、②自分の体がもたない（３９．６％）、③
職場に両立支援の雰囲気がない（３４．０％）です（三
菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルテイング調査）。人員

まんえん

不足・長時間労働の蔓延により、妊娠・出産・子育
て中の女性が働き続けられない職場が広がっていま
す。
第三に、毎年１０万人が介護離職しています。再就
職したくても非正規しかありません。
第四に、現在、初職（学校を卒業して最初に就く

女性の活躍と「働き方改革」
―本当に「輝く」ためには

ながお

長尾 ゆり
全労連副議長

寄稿
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人間らしく働くルールの確立こそ

たたかいの教訓を生かして

仕事）が非正規雇用という労働者が増えています。
社会全体の非正規化という波のなかで、女性も男性
も苦しめられています。

「女性が輝く」ための最低条件として必要なの
は、均等待遇・同一労働同一賃金、最賃引き上げ、
長時間労働の規制、「直接雇用の正社員が当たり
前」の社会など、男女ともに人間らしく働くルール
の確立です。そして、保育・介護など社会保障の拡
充です。これらの項目は、昨年３月にＣＥＤＡＷ
（国連女性差別撤廃委員会）から出された日本政府
への勧告にも書かれています。
３月末、安倍「働き方改革」実行計画がまとめら

れました。私たちの運動と世論の広がりが、「同一
労働同一賃金」「最低賃金引き上げ」「長時間労働
の是正」などの言葉を使わざるを得ない状況を生み
出しました。しかし、その中身は、過労死と格差を
容認し、無権利労働を拡大する「働き方改悪」その
もの。安上がりで使い勝手の良い労働者として女性
を活用し、女性をとことん使い尽くすものです。
同一労働同一賃金について、年末にガイドライン

案が出されましたが、「人材活用のしくみ」が違え
ば基本給は違って当たり前という、コース別管理を
そのまま認め、男女差別や正規・非正規の格差を固
定化するものです。
残業規制については特例を設け、「１２カ月連続８０
時間、１年９６０時間」、繁忙期には「１カ月１００時間
未満」残業させることを認めました。私たちは、１
日２４時間というリズムの中で生きる人間です。心身
の健康、個人の生活、家族の生活からみて、人間ら
しく生きるためには、１日の労働時間規制と、１日
のインターバル時間の確保が必要です。とりわけ女
性が働き続けるためには、「１日」という単位の規
制が重要です。

「人間らしく働くルール」の確立を求めてたたか
うとき、１９９７年の「女子保護規定撤廃」反対のたた
かいの教訓を生かしたいと思います。

１９８５年の雇用機会均等法制定は、女性労働者に対
する「１日２時間の残業規制」廃止という労働基準
法の改悪とセットで行われました。１９９７年には、女
性労働者の時間外労働の制限（年１５０時間）や休日
・夜間労働の禁止規定など「女子保護規定」が撤廃
されました。政府・財界の論理は「女性のみの残業
規制は、女性の進出を阻むので廃止すべき」という
ものでした。「男性は２２時を過ぎても働けるのに、
バリバリ働き活躍したい女性が残業できないのは差
別だ」などというのです。全労連は、「男性の長時
間労働こそが女性の進出を阻んでいる。男性も女性
も人間らしく働けるように、男女ともに残業規制
を」と求めました。
１９９６年～１９９７年の「女子保護規定撤廃」反対のた
たかいは、女性労働者だけで日比谷野外音楽堂を埋
める大集会を成功させるなど、大きく広がりまし
た。大阪労連は、「父ちゃんリストラ 母ちゃんパ
ートで深夜業 娘・息子はプータロー」と、女性の
残業規制の撤廃は日本全体の非正規化をすすめると
指摘。１９９５年に出された『新時代の日本的経営』な
ど、経済界と政府が一体になってどんな世の中を狙
っているのか、学ぶことを大切にしました。職場の
実態と要求を集めてぶつけることも重視しました。
女性労働者からのFAX作戦に国会の議員室は悲鳴
を上げました。FAX用紙でいっぱいの段ボール箱
を議場に持ち込み、「女性労働者から、こんなに声
が届いている」と質問した議員もいました。
経済界や政府は、男女・正規非正規・女性同士な
ど、さまざまな分断を持ち込もうとしますが、私た
ちの力は「共同」です。中立など他労組の訪問、業
者婦人との懇談などを行い、「足踏み出せば、共同
が広がる」という言葉も生まれました。
いま、「３つのつながる」をすすめたいと思いま
す。第一に「職場でつながる」（一人で苦しんでい
る労働者をなくす）。第二に、地域で「つながる」
（地域の仲間、他の労組、地域のパパママ・業者婦
人、女性団体などとの共同をすすめる）。第三に、
社会と「つながる」ことです。要求実現のために、
やはり政治を変えることが必要です。
「過労死・過労自殺まで起きる職場でいいのか」
「同じ仕事をしているのにこんなに格差のある職場
でいいのか」、あまりにひどすぎる職場や社会の中
で、「何とかしなければ」という思いが広がってい
ます。その思いを集める運動を展開しましょう。

２２ 医療労働



平和と人権が脅かされている

大学研究者たちもアベに「NO」

憲法と言えば、皆さんとの関係では第２５条（生存
権）が大きな意味を持ちますが、本日は平和、憲法
９条をめぐる話をします。共謀罪は、私たちや労働
組合の活動にとって極めて大きな影響が出てくる問
題です。国会前では「未来のための公共」というグ
ループも活動していますが、こうした運動にも極め
て悪影響を及ぼす法案です。

現在、私は慈恵医大で、将来の医療労働者である
医学科・看護学科の学生たちに法学を教えていま
す。将来の医療労働者の皆さんに、自分たちの権利
について知ってもらう。そして、自分自身の声と力
でなければ権利や暮らしは守れないということを、
日々考えながら教えています。
平和と人権、平和的生存権、あるいは健康で文化

的な最低限度の生活を営む権利、これがいままさに
脅かされていて、これを守れるかどうかが、いま私
たちの暮らしにとって極めて大きな問題になってい
ます。憲法は、現在の政治情勢を読み解く大きなカ
ギになります。
安保法制のたたかいの際、SEALDs（シール

ズ）の皆さんが「民主主義って何だ！」とコールし
て、多くの人が共感しました。あれは「教えてほし

い」ということではなくて、「私たちは権力を担当
している安倍さん、稲田さん、金田さん、あなたた
ちのやっていることがおかしいと思っているんです
よ」「そんなことで議会制民主主義が務まりますか
？」という主権者の叫びなのです。
主権者は、権力がおかしいことをした時には堂々
と批判する、声を上げるべき存在です。最近では
「カウンター・デモクラシー」と呼ばれています。
議会制民主主義は、確かに国会・内閣で、権力を持
っている人たちが政治をやる仕組みですが、答弁不
能な大臣、不倫どころか二重結婚みたいなことをや
っている政務官、こんな人たちに政治を任せていら
れない、民主主義を取り戻すんだ、というメッセー
ジを込めて「民主主義って何だ！」と彼らは叫ん
だ。これは主権者として重要な行為です。
「憲法違反だからできない」と言ってきた集団的
自衛権の行使を、いとも簡単にやる。６０年間「違憲
だ」と言い続けてきた内閣法制局すらそれを認めて
しまうことに対して、「そんなことで法治主義が務
まるか！」と私たちは声を上げました。しかし、結
局止まらない。非常に残念で憂うつな、幻滅する気
持ちになったのも正直なところです。

この間、地方国立大学にも攻撃がかけられてきま
した。「地方国立大学には人文社会系の学部はいら
ない」「教育学部が全県に配置されているのはム
ダ。東京の大手私学に任せた方が安上がりで効率的
に教師を育ててくれる」などというものです。
しかし、地方国立大学には、各地域で人文社会系
の学問を身につけるという点で極めて重要な意味が
あります。地方公務員も含め養成して、地域の有益
・有能な人材を育てる役割を果たしてきた地方国立
大学に対して、「人文社会系はいらない」と文科省
が言ったのです。それに対して私たち研究者は「と

日本医労連役員セミナー（２０１７年４月２２日）から

日本国憲法施行７０年
その「否戦」の誓いと医療労働者の願い

おざわ りゅういち

小澤 隆一
東京慈恵会医科大学教授（憲法学）

講演
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安保法制だけでは不十分

安保法制の“幻滅”

んでもない！」と２年前に声を上げました。
軍学共同の問題もあります。「自衛のためであれ

ば、軍事研究をしてもいい」「安保法制も通ったの
だから、それくらい良いだろう」と大学に攻撃がか
けられ、防衛省所管の予算は今年１８倍に跳ね上が
り、「大学の皆さん、どうぞこのお金で研究してく
ださい。自衛・防衛のためにどんどん研究の成果を
上げてください」と言われています。いま、大学は
研究予算がピンチですから、心や魂を売ってそっち
になびいていくという気持ちにもなりかねない。そ
れに対して、日本学術会議が「私たちは平和研究を
推進する」と３度目の声明を出しました。これも、
安倍政権に対する「NO」の声を、大学研究者から
突きつけたということになります。
安保法制の時も、６０年間「違憲だ」と言ってきた

集団的自衛権行使をできるようにすることに対し、
「それは筋が通らない。憲法は国の政治をコントロ
ールする。憲法に基づく政治をやらなければいけな
い。それが立憲主義だ。集団的自衛権行使を認める
のは立憲主義の否定・破壊だ」と学者たちは批判を
してきました。
立憲主義の破壊ということになれば、憲法学者な

ら皆が一致できます。平和主義で一致しようとする
と、「平和主義って何だ！」ということになり、自
衛隊は必要だという人と、将来的には憲法９条の実
現をしていくために自衛隊もなくしていくのだとい
う人、あるいは日米安保や米軍基地をどうするとい
う問題についてはいろいろな意見がありますから、
平和主義ではなかなか一致点がつくれない。しか
し、立憲主義を否定するやり方については、「それ
は止めよう」と研究者も大同団結して、「学者の会」
としてSEALDs の声に加わって運動しました。
安保法制は結局、成立させられましたが、まとも

に使えないような状況を作り出しています。これは
とても重要なことです。

組合活動の中でも、経営側と交渉しても結局、向
こうのやり方で押し切られてしまう場合があるでし
ょう。しかし、きちんと交渉して、いわゆる条件闘
争という形でこちらの要求を飲ませることができれ
ば、こちらが１００％負けで向こうが１００％勝ちという

状況にはなりません。これが大人の交渉ごとです。
そこには大きな苦労もありますが、そのことによっ
てはじめて、私たちの権利や暮らしを守ることがで
きるのです。安保法制も同様の状況です。
逆に、いま焦っているのは政権の側だと思いま
す。安保法制を通過させた後、２０１６年２月３日の衆
議院予算委員会で稲田朋美衆議院議員（現防衛大
臣）は「憲法学者の６割が自衛隊は憲法違反だと言
っている」と言っています。私もそう思いますが、
それを口実にして、「それなら憲法９条２項を変え
て、自衛隊を合憲にしようではないか。安倍さん、
どう思いますか？」と、まだ防衛大臣になる前に、
稲田さんはこういう質問をぶつけている。当然、安
倍さんからは「おっしゃる通りです」と、かけ合い
漫才のような質疑が展開されたわけです。
私たちは、稲田氏にだしに使われるつもりで「違
憲だ」と言っているつもりはありませんが、ようす
るに安保法制をつくったけれど、これが終わりでは
ないんだと。９条２項を変える、９条改憲まで突き
進まないと目標は達せられないということを、自分
たちの仲間に意識づけするための演技だったと思う
のです。そうでないと安保法制は使えないのです。

安保法制にもとづき駆けつけ警護の任務を与えら
れた自衛隊は結局、５月で南スーダンから帰って来
ます。帰って来ざるを得ないのです。９条を変えな
いままでは、自衛隊のできることには限りがあると
いうことです。
本来、憲法９条のもとで日本が国際社会に果たす
貢献は、自衛隊を出すことではなくて、ＮＧＯ（非
政府組織）などにお金をしっかり出して、現地の人
たちにとって役立つ活動をする。「国境なき医師
団」などのさまざまなボランティア団体、ＪＶＣ
（日本国際ボランティアセンター）、彼らは、まさ
に戦渦をくぐり抜けながら活動しています。こうし
た活動にもっとお金を出して、「頑張ってくださ
い」とする方がよほどいいのではないか。９条があ
ることで、そういう声を大きくすることができる
し、「自衛隊が行った方がいい」という話にはなら
ない。安倍首相たちはそれが嫌なわけで、９条を変
えなければダメだと考えているのでしょう。
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安保法制の４つの矛盾点

集団的自衛権の行使は限定的？

「後方支援は武力行使ではない」のウソ

南スーダンでは、現地が戦闘状態になり、自衛隊
がそうした日報を送っているにもかかわらず、「紛
失してしまった」などと言っていました。それが出
てきたわけですが、私はおそらく内部からの告発だ
と思うのです。「私たちは正確な情報を伝えている
ではないか。それを握りつぶすな」という、自衛隊
なりの批判的なメッセージが、あの日報問題には込
められていると思います。
安保法制というのは、実は権力者たちにとって、

幻滅の、あるいは意気消沈の種になっていると見る
ことができます。

安保法制は４つの大きな矛盾点を抱えています。
１つは、先ほどお話しした南スーダンＰＫＯの話で
す。「ＰＫＯ５原則」というのがあって、紛争状態
になっているところには出ていかない。停戦合意が
成立しているところに出ていくとされています。に
もかかわらず、それはほとんど無視されて、ほぼ内
戦状態といえる南スーダンに出て行って、「戦闘状
態です」という日報を送ることになった。この状況
を憲法違反ではないとするために、政府は戦闘状態
とは決して認めず、「衝突事案」という言葉まで作
り出しました。こんな苦し紛れの説明をしなければ
ならないのが、安保法制の中で変えられたＰＫＯ法
の矛盾ということになります。
２つ目には、集団的自衛権の限定行使。集団的自

衛権というのは、仲間の国が攻められた時に一緒に
なって守ってあげることです。同盟国が武力攻撃さ
れた時には日本も加勢することになりますが、いま
まで日本政府は「憲法違反だからできない」と言っ
てきました。「日本の自衛隊が攻撃できるのは、日
本が攻められた時だけ。個別的自衛権を行使するた
めの自衛隊であって、その限りであれば９条に違反
しない」と。私はその説明は苦しいと思いますが、
政府は６０年間、こう説明してきました。

ところが今回、集団的自衛権を行使することにし
た。「ただし限定つきだから許してください。１００％

はしません」と。全部ではないから割り引いて、半
目つぶって見てくださいという話です。しかし、
「限定行使」は、実は限定ではない。
例えば、「アメリカが攻撃された。それは日本の
存立の危機でもある。そういう事態であれば、日本
の自衛隊はアメリカに協力して武力行使ができる」
としています。アメリカが危ないだけではなくて日
本の存立の危機でもあるから、そういう時なら加勢
していいだろう、という理屈ですが、自衛隊が出て
いかなければダメだと、どう証明するのでしょう
か。アメリカが危機の時は盟友のイギリスも協力し
てくれるでしょうし、隣国カナダもいます。自衛隊
の出動が必要な証明など、誰もできないでしょう。
もう１つ。集団的自衛権も「必要最小限度しか行
使しない」というのが政府の説明ですが、では、
「他の国に対する加勢がどれくらいであれば必要最
小限度なのか」と聞けば、これもお手上げでしょ
う。日本への攻撃をはねのけるのに必要な最小限
度、これは大体想像がつきます。日本の国から追い
払えばいい。その範囲で軍隊に出ていってもらえば
いいわけです。しかし、相手の国まで出かけて行っ
て、その国の基地を叩くとか領土を占領してしま
う、それはダメだということです。
しかし、アメリカに対する協力について、「日本
の自衛隊が出動しなければダメな必要最小限度」と
いうのは、言葉遊びにしか過ぎないでしょう。なん
ら限定になっていません。

さらに、政府は「自衛隊は他の国の軍隊の後方支
援をします。ただし、これは武力行使ではありませ
ん」と説明します。政府によれば、「武力行使」は
前線でドンパチやることだけで、仲間の国の軍隊の
物資を運んだり、物資を補給したり、皆さんの仕事
とも直結する医療活動などは「後方支援」であっ
て、武力行使ではないそうです。この理屈に従え
ば、自衛隊はほぼ全面的にどの国に対しても、地球
上のどの場所でも、何でもできることになります。
これまでは、「日本の周辺で活動しているアメリ
カ軍にだけ協力します。かつ、アメリカ軍の武力行
使とは一線を画します。後方地域でやります」とい
う説明で、活動を限定することで武力行使ではない
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「自衛隊は戦闘員ではない」
武器を守るための武器使用はOK

と説明してきましたが、今後は世界中のどこでも自
衛隊は後方支援をやることになりました。

一番傑作なのは―あまり笑ってはいられませんが
―後方支援を行っている時の自衛隊員は、捕虜にな
らない・なれない、という話です。なぜかと言う
と、後方支援をしている自衛隊は戦闘員として現地
にいるわけではないからです。戦闘員ということに
なると、武力行使をやっていると認めることにな
り、憲法９条に違反するからです。そのため政府
は、「後方支援をやっているが戦闘員ではない。だ
から戦闘員扱いしてもらわなくて結構。捕まった時
は捕虜にしなくていい」と国会で答弁しています。
この答弁を聞いて、おそらく自衛隊は、はらわた

が煮えくり返っていると思います。「われわれは武
器を持って現地へ行くのだから戦闘員扱いをしても
らわないと困る」と。
捕虜は人道的に扱うことが国際条約で合意されて

います。捕まった時点で戦闘員から外れ、身柄は拘
束されますが丁重に扱われることになっています。
戦闘員として扱われないと、勝手に武器を持って戦
場に紛れ込んできたテロリストという扱いを受ける
ことになります。武器を持っているため民間人とは
みなされません。捕虜でなくテロリストであれば、
厳しい尋問も行われるでしょう。自衛隊員は、そう
した不安定な身分に置かれることになります。
私が国会の公聴会でこのように発言したら、自民

党席からこんな言葉が聞こえてきました。「だから
軍隊にすればいいんだ」と。マスコミには聞こえな
いくらいの小さな声で。彼らも、自分のやっている
ことが分かっているんですね。憲法を改正して、自
衛隊を堂々たる軍隊にすれば、堂々と戦闘員として
行けるわけです。憲法９条にも抵触しない。憲法や
９条をそのままにして無理をするから、ツケが全
部、自衛隊にしわ寄せされるのです。
これはＰＫＯでも同様です。「危険なところに派

遣されますが、人を殺してはだめです。死んでもだ
めですよ」と。これが今回の南スーダンにおける自
衛隊への至上命令でした。「そんな無茶を言ってく
れるな。だったら今期限りで帰してくれよ」という
現地からのプレッシャーが強かったから、１期だけ

で戻ってくることになったのだろうと思います。

さらにもう１つ、外国軍の武器防護のための武器
使用の問題で、これもクセ者です。警戒監視活動や
演習・訓練は平時の活動ということになっていて、
もし、これらの活動をやっている時に、仲間の外国
の軍隊が攻撃された時は、その軍隊の武器を守るた
めに自衛隊は武器を使っていいという話になってい
ます。軍隊を守るのと、軍隊が持っている武器を守
るのと、何が違うのでしょうか？ 同じですよね。
なぜ、こんな話になったのかと言うと、もともと
自衛隊法には「武器防護のための武器使用」という
規定がありました。これは、武器庫・弾薬庫が賊に
襲われる可能性がある。賊というのは相手の軍隊か
もしれないし、テロやゲリラかもしれない。そうい

ふ てい

う不逞の輩に武器庫・弾薬庫が襲われないようにす
るためには、必要最小限度の見張りを立てて、襲わ
れた場合には、それを追い払うために鉄砲を撃つこ
ともアリ、ということで「武器防護のための武器使
用」という規定がありました。
ところが、これを活動中の自衛隊や、活動中の外
国軍にまで広げてしまったために、集団的自衛権の
行使と区別がつかないことになってしまった。
怖いのは南シナ海です。南シナ海で中国は、周辺
国の反対を無視してどんどん基地をつくっていま
す。ここにミサイルまで置き始めているわけですか
ら、ほとんど基地ですね。アメリカはそれに対して
警戒監視活動を展開する。その米軍に自衛隊がつい
て行く。中国軍との鉢合わせで衝突が起こる可能性
もあります。これは、その時に使える規定なので
す。アメリカ軍の武器を守るために自衛隊が武器を

ぼっぱつ

使う。しかし、これは戦争勃発と同じ事態ですか
ら、こんな危険な規定はやめるべきです。
このように、いまの憲法のもとで無理やりやろう
とするから、さまざまな矛盾が出てくるわけです。
そのため、ストッパーになっている憲法を外してし
まおうということで、９条２項を変えようという話
になるのです。
しかし、それは簡単な話ではない。いますぐ憲法
９条を変えようとしたら、国民全体が大騒ぎになり
ます。安保法制だってあれだけの大騒ぎになったわ
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共謀罪の危険性

テロ対策が目的ではない

けですから。だから改憲派も「お試し改憲でいこ
う」など、いろいろと画策しているわけです。

こういった“幻滅”が、今後どのようになってい
くか。SEALDs の叫びや、私たち国民の批判のも
とになった幻滅がこのまま大きくなっていけば、い
ずれは安倍政権を倒すことができて、幻滅は解消す
ることになるでしょう。そうなることを強く望みま
すが、なかなかうまくいかない。しかし、いつまで
も安倍政権が続くと、「いくら頑張っても無駄じゃ
ないか」と無関心になりかねない。そうならないた
めにも、これからも運動を強めて声を上げていかな
くてはなりません。
その際、問題になるのが「共謀罪」です。共謀罪

がテロ対策というのはウソです。これがなければ国
際組織犯罪に関する条約に加盟できないというのも
大ウソ。そして、一般市民は関係ないというのも真
っ赤なウソ。ウソまみれの法律・法案です。
おそらく別の目的があります。テロ対策、組織犯

罪対策、オリンピック対策が目的ではなくて、本当
は国民を黙らせたいのです。「これで、いつも警察
が監視しているんだぞ」と。「にらまれたくなけれ
ば、政府批判なんて考えるな」と、こういうメッセ
ージを私たちに送り続けるための法律なのです。こ
れを、憲法学の世界では「萎縮効果」と言います。
「これをやってはダメなのでは？」「あれもダメな
んじゃない？」という話になって、「危ないからや
めよう」となる。
先日、別の組合で共謀罪の話をしました。「共謀

罪の恐ろしさはよくわかりました。一生懸命に署名
をとるように頑張ります。ところで、家族から『こ
の署名を書いたら権力からにらまれるんじゃない
か。それなら署名したくない』と言われたらどうし
ましょう？」という質問が出されたのですが、もっ
ともな不安ですよね。
それに対して私は、２つの面から「そうではな

い」と答えました。１つは、署名をした人を全部洗
い出して、本気で「この人はこんな思想を持った人
だ」とやろうと思えばできますが、それは請願法と
いう法律に反します。請願権は憲法１６条で保障され
ていて、「請願法」に則って「平穏な請願は政府と

しても、国会としても尊重しなければならない」と
規定されています。もし、請願署名した人の住所を
すべて把握して思想調査する政府が出てきたら、一
発で吹っ飛ぶでしょう。安倍さんや稲田さんはやり
たいかもしれませんが、やったら最後、政権は倒れ
るでしょう。
もう１つは、１００万、２００万の署名が集まったら、
署名した人のリストを把握するのに手間がかかりす
ぎて、警察もそんなに人員が割けませんから無理だ
ろうということ。署名は手書きなので、データ入力
しなければいけませんが、とてつもない数になる。
ある自治体で、地域の問題で署名を集めた時に、署
名した人を調べ上げようとしたことがありました
が、裁判所は「違法」と判断しました。地域の規模
が小さい署名や、署名した人の数が少ない場合はあ
りえますが、何百万という署名が集まれば、思想調
査は無理でしょう。逆に、署名数が少ないとやられ
てしまうかもしれないわけです。

いずれにしても、私たちは共謀罪の策動をはねの
けていかなければなりません。国民の権利を侵す法
律はやめさせる。そのためには「テロ対策だ」とい
うデマ宣伝を、何としても打ち破る必要がありま
す。警察の力を強化すればテロ対策になるなどとい
うのは幻想だと思います。
私は昨年、家族でベルギーのブリュッセルを訪れ
ました。３月に連続爆破テロが起きた後のことで
す。いまのパリのように武装警察がうようよしてい
ました。しかし、武装警察のおかげで守られたとい
うことではありません。あのブリュッセルのテロで
は、実行犯はマークされていました。ところが、当
日は監視の目が追いかけられていなかった。でも、
あれだけ人の移動が激しくて、いろいろな宗教の人
たちが混じっているところで、一度目をつけたから
といってその人間をずっと警察がマークするという
のは、そもそも無理な話です。
２０２０年の東京オリンピックにしても、すごい数の
外国人客が来るわけです。その中に紛れた人を、ど
うやって探し出すのでしょうか。かつて、新型イン
フルエンザが流行った時、空港で体温が高い人を水
際で防ぐんだといってやりましたが、今度はものの

講演
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アメリカと北朝鮮の危機

日米安保体制という現実

数が違います。テロリストは体温が高いというもの
でもない（笑）。つまり、探し出すのは不可能に近
いということです。マークされていない人物が初犯
でやることだってありえます。
テロを防ぐには、日本でテロを起こしても無駄だ

と思わせるしかありません。取り締まりよりも、そ
の方が有効だと思います。
そんなことも考えながら『共謀罪 vs 国民の自由

―監視社会と暴走する権力』（学習の友ブックレッ
ト）をつくりました。共著で私も執筆しています。
ぜひ読んでいただければと思います。

いま、北朝鮮とアメリカが大変なことになってい
ます。一触即発です。マスコミがあおり立てる大変
さというよりも、下手をしたらトランプ大統領は本
当に北朝鮮を攻撃するかもしれません。その時に何
が起こるか。韓国は無傷ではいられないでしょう。
韓国や北朝鮮から大勢の人々が難民化して逃げてく
るかもしれません。いまのシリア難民と同じことが
起こり得る。
第一次世界大戦は、それぞれの国が、まさかあん

なに大きな戦争になるとは思っていなかった。で
も、始めてしまった。そうしたら、次から次へと大
量破壊兵器が投入されて、非常に長引いた戦争にな
ってしまい、１，０００万人もの人々が亡くなりまし
た。
問題は、アメリカが主張する「核抑止力論」が、

もう無意味になっているということです。アメリカ
は北朝鮮を脅せば謝ってくるだろうと考えて圧力を
かけていますが、北朝鮮はアメリカに圧力をかけら
れるだけ、核武装しなければならないと突っ走って
しまう。
いま何が必要なのかと言えば、「攻撃しないよ」

「あなたの国を攻めて滅ぼしたりはしないよ」と安
心させてあげることでしょう。そうすれば、核武装
をやめようと思うかもしれない。そうでない限り
は、アメリカの攻撃が怖くてたまらないから前へ進
むしかない、という話になってしまいます。
現在、世の中で交わされている安全保障の議論

は、かなりまやかしです。戦争をあおる議論もたく
さんあるので、私たちは冷静に事実にもとづいて考

えなくてはなりません。組合の交渉でも、きちんと
データに基づいて相手を追及していきますね。それ
と同じことです。

「米軍が守ってくれるから、尖閣諸島は中国の攻
撃から守ることができる」というのも、まやかしの
議論だと思います。アメリカは「尖閣は日本が守る
のですよ。私たちが出て行くのは最後の最後です
よ」と言い続けています。日米の合意文書でも、は
っきりと書かれています。
それなのに、民主党政権から現在の安倍政権に至
るまで、「尖閣は安保条約５条の範囲内だからアメ
リカは守ってくれる。これが日米首脳会談の成果で
す」と、鬼の首を取ったように帰ってくる。そんな
もの、何のありがたみもありません。しかも、トラ
ンプ大統領はビジネスマンで交渉上手です。金も出
さず、口約束だけして日本から情報を引き出せるな
ら、こんな楽な話はない。日本政府や外務省は、何
を勘違いしているのかと思います。それだけ日本政
府や官僚は、日本は日米安保でしか守れない、アメ
リカに頼るしかないと思い込んでいるのでしょう。
これはある意味、原発に頼る「原子力ムラ」の人
たちと同じです。安保については「安保ムラ」があ
るということです。この人たちの頭が悪いというわ
けではなくて、自分の利害や立場を考えると、これ
で突き進むしかない。「私はこれで進んでいくしか
ない。後の時代は次の世代に任せます」という非常
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友
社
、
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在日米軍の本当の目的

米軍抑止力論を超えて

に無責任な体制の中で、「原子力ムラ」や「安保ム
ラ」の人たちは動いているのでしょう。

実は日米安保は、一般的に言われているような話
ではありません。鳩山由紀夫元首相が普天間基地の
移設先をあちこち探したがダメだった時、発した言
葉が、「在日米軍は抑止力だ。それがよく分かりま
した」。そして、そのまま退陣してしまいました。
しかし、在日米軍は日本を守るためにいるわけで

はありません。アジアににらみをきかせるためで
す。あるいは中東まで展開できるような軍隊を、日
本を中継基地にして置くことで、アメリカは世界全
体を見渡した軍事戦略が立てられるのです。日本の
基地がなければそれはできません。沖縄、とりわけ

かなめ

嘉手納の空軍基地が要です。さらに佐世保、横須賀
の軍港。こうした場所を米軍が利用できるというの
がアメリカにとっては重要なのです。
これは、安保条約を結ぶ当初から、アメリカはは

っきり自覚しています。最初の安保条約を結ぶため
に来日したジョン・フォスター・ダレスの伝記を読
みましたが、つくづく、とんでもないものを日本に
持ち込んでくれたなと思いました。彼は、「われわ
れが望むだけの軍隊を、望む場所に、望む期間だけ
駐留させる権利を得ること。これがわれわれの獲得
目標だ」と言って、安保条約を結んだのです。アメ
リカの目的はこれです。そして、アジア全域を見渡
して軍事戦略を組み立てるということです。
国際法学者の高野雄一さんは、「安保条約は集団

的自衛権の外で発動することがある」と指摘してい
ます。集団的自衛権は、お互いのどちらかが攻撃さ
れたら一緒に守りましょうということですから、一
応、自衛です。しかし、現実には「集団的自衛権の
行使だ」と言って実態は侵略だというケースは多々
ある。例えばアメリカのベトナム、ソ連のアフガニ
スタンやチェコなど。集団的自衛権はウソをつくと
きの方便に使われることが多かったのですが、この
概念そのものは自衛という考え方が基本です。
しかし、在日米軍は日本を守るためだけでなく、

極東の平和と安全のために基地を置くということに
なっている。日米安保条約上では、米軍が極東に出
動する時は日本と事前協議するとなっていますが、

事前協議が行われたことはありません。日本政府
は、「アメリカが協議を提起してくれるはずだか
ら、それを待っています」という卑屈な態度です。
アメリカはこうして、中国や北朝鮮などを相手に
する戦争を、安保条約に基づく駐留でやりかねない
わけです。極めて侵略的な性格の強い軍隊を日本に
置いているのです。私たちはこれを見過ごしてはな
りません。

北朝鮮は３月６日、日本海に４発のミサイルを撃
ち込みました。あのとき北朝鮮は「これは在日米軍
の基地が標的です」と言ったので、私は驚きまし
た。これまでは標的か何かについて言及しないこと
で、アメリカや日本、韓国を震えあがらせて、疑心
暗鬼にさせる。これが北朝鮮の瀬戸際外交だったわ
けです。ところが今回は、「アメリカ軍が敵だ、標
的だ」と明確にしたわけですから、私たち日本国民
としては、「そんなに危ない在日米軍は出て行って
もらおう」という話になるはずです。
そんな議論を日本国内でさせてはならないという
ことで、この間、アメリカからはティラーソン国務
長官やペンス副大統領がやって来て、「動揺する
な。日米安保は大事だ」と説得しているのだと私は
見ています。アメリカの方が「安保から逃げないで
くれ」と一生懸命に説得にかかっている。それは、
アメリカが北朝鮮を攻撃するには日本の基地が絶対
に必要だからです。しかし、私たちは「そんな危険
な米軍基地はいらない」とはっきり言うべきです。
では、どうやってアメリカなしで日本を守るのか
という話ですが、米軍がいなくなれば、中国や北朝
鮮も安心します。ロシアも安心するでしょう。そう
なれば、日本を攻める必要はなくなります。ボルテ
ージがグッと下がるでしょう。今後はそのように平
和戦略を組み立てていく必要があるでしょう。
そういう話を、一橋大学名誉教授の渡辺治さんた
ちと一緒に『日米安保と戦争法に代わる選択肢』と
いう本にまとめました。関心のある方は読んでみて
ください。トランプ大統領のやりそうなことと日本
との関係については、雑誌『季論２１』（本のいずみ
社）の第３６号（２０１７年春号）で論文を書いています
ので、ご参照ください。

講演
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いまこそ「否戦」を訴えよう 医療者にとっての「否戦」思想

最後に、医療者との関わりについてお話ししま
す。それは「否戦」という言葉についてです。「不
戦」「反戦」「非戦」など、いろいろな言葉があり
ますが、「非戦」が一般的ですね。私はその中で、
「否戦」と言いたいと思います。これは「戦争を否
定する」「戦争を否認する」、戦争はダメだと言い
続けるという考え方です。
いま目の前にある戦争、これにはそれこそ目をつ

ぶるわけにはいきません。例えば内戦の続くシリ
ア、他にも世界中で続いている紛争。そういう現実
を「仕方がないよ。戦争をするのは人間の性だよ」
とあきらめてしまうのではなくて、「やっぱり戦争
はだめだ。平和でなければダメだ」と訴え続ける考
え方。このような考え方を「否戦」という言葉で表
現したいと思います。
これを思いついたのは、昨年から今年にかけて大

ブレイクした映画『この世界の片隅に』（こうの史
代原作、片渕須直監督）を観てのことです。主人公
は、絵を描くのが好きな女性。大事な右手を失い、
かわいい姪も失ってしまいますが、戦争を生き残り
ます。そこから、「やはり平和でなければダメだ」
「平和のうちに生きることが大切なんだ」というこ
とをつかみ取っていく。
それはとても大事なことだと思います。目の前に

戦争が来るかもしれない。そして、戦争の被害を受
けるかもしれない。でも、そこから立ち上がってい
く、その時に、「戦争はダメだ」と意志を固めるこ
とは極めて重要なことです。あの映画は、それを私
たちに伝えくれていると思っています。だから私
は、「否戦」と言いたいのです。
それは、医療者である皆さんにとっても、とても

大事な思想なのではないでしょうか。戦争で傷つい
た人たちを癒す医療活動はもちろん大切なことで
す。「兵士のリサイクルになるから治療はしませ
ん」とは言わないですよね。兵士だろうが誰だろう
が、１人の人間として傷を癒してあげるということ
でなければ、医療は務まらない。しかし、医療活動
を通して、「人を傷つける戦争はダメだ」と、はっ
きりと主張し続けることも大切です。

兵士を治療するのは「戦争への加担だ」と思うよ
りも、そういう活動を続けながらも「戦争はダメ
だ」という気持ちを固めることが、戦争に対する本
来の向き合い方だと私は思います。
その根本にあるのは、人間の尊厳（個人の尊重）
でしょう。兵士も赤ちゃんも、お年寄りも、男も女
も、みんな人間。その人間の命を大切にすることが
医療活動の原点です。しかも、医療活動はやはり平
和でなければできません。戦乱に巻き込まれれば、
本来やらなくてもいい医療活動をせざるを得ない。
死ななくてもいい人がどんどん死んでいく。戦争に
おけるトリアージ（治療順位の決定）は本当に悲惨
なことだと思います。災害時のトリアージもつらい
ですが、戦争のトリアージは全く意味が違います。
医療は究極の人権保障です。死んでいい命などあ
りません。他の人より価値の低い命もない。「命の
平等性」という人権の考え方が、医療活動には据え
られている。
さらに、保険に基づく医療（保険診療）は、金持
ちでも貧しくても、平等に医療をするということで
す。アメリカのような「命の沙汰も金次第」という
医療ではない。これも、人権としての命、健康の平
等性、差別をしないということが原点に据えられて
いる。そして、皆さんはそれを日々実践する立場に
ある。まさに人権を実現する最前線に、皆さんは立
っているのです。だからこそ、人権の大切さについ
ても知ることができる。その立場は、憲法との関係
では「否戦」という考え方につながるだろうと思い
ます。
医療者にとって「否戦」とは、極めて現実的で、
日々の仕事に密接に関わりのある思想なのではない
か。そんなことを、私は慈恵医大で将来の医療者を
教えながら考えています。
ご静聴ありがとうございました。（拍手）
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～長く生きるほど、人生は美しくなる～

「人生フルーツ」

こつこつゆっくり「人生フルーツ」―すべての答えは偉大なる自然のなかに―
〈風が吹けば枯葉が落ちる。枯葉が落ちれば土が肥える。土が肥えれば果実が実る。〉

“おかね・おかね・お金って何…わからない”（木
下順二・戯曲「夕鶴」）―舞台女優・山本安英演じる
「夕鶴」。小柄なその女優が鶴の様相で宙に向かって
つぶやくその場面が今も忘れられない。“生きる上
での価値観”に対する強烈な刺激だった。今回紹介
するドキュメント映画「人生フルーツ」で３０数年前
に観たその場面を思い出した。
戦前は戦闘機の設計に携わり、戦後は日本住宅公

団のエースとして東京多摩平、阿佐ヶ谷住宅、愛知
県高蔵寺ニュータウンを手掛けるなど日本を代表し
た建築家・津端修一（９０歳）と夫人の英子さん（８７
歳）の淡々とした日常をカメラが追う。修一氏は相
当な変わり者であることからか建築家として世間で
はそれほど知られてはいないが、最近そのナチュラ
ルな生活ぶりが注目をあびるようになる。大がかり
な団地の設計で「人間はどこに住んだらいいのか」
という命題を突き付けられた修一氏は、禿山だった
高森山を「高森どんぐり作戦」と称し約１万本のど
んぐりの苗木を市民に呼びかけ、植え付けを成功さ

せ雑木林をよみがえらせた。林にかこまれた平屋の
自宅は尊敬する師のアントニン・レーモンドの自邸
なら

に倣って建てた。英子夫人は夫の全てを受け入れ、
家の周りに自分達が食べるための７０種類の野菜と５０
種類の果物を育て、刺繍や編み物、機織り、すべて
を手作りする。得意の料理を作るのに便利なキッチ
ングッズは何一つ必要ない。修一氏は友人や知人に
宛てて書いた素敵な葉書を投函するために、毎朝離
れたポストへ真赤な自転車を走らせる。午後は好き
な工作に時を費やし、作業所にこもり英子夫人の畑
仕事がはかどるように小物を創作し生活に役立つも
のを工夫する。
ある日、修一氏の生き方に共鳴した佐賀県伊万里

市の精神科病院「山のサナーレ・クリニック」から
患者たちが人間らしい暮らしができるようにとアド
バイスの依頼が来る。「私も９０歳、人生最後のよい
仕事にめぐりあいました」。修一氏は謝礼金や設計料
などいっさいを辞退してこの仕事を引き受けた。彼
の亡くなる２カ月前のことだった。プランは死後確
認され、修一氏の写真を胸に真新しい光と木のぬく
もりで包まれた建築家・津端修一最後の傑作を英子
夫人が見とどけた。
朝食は和食でジャガイモ料理が好物だった夫、朝

食は洋食でジャガイモ料理が嫌いだった妻、自然に
ゆだねた生活を貫き、互いの内面を邪魔しない自立
した夫婦であった。津端修一、英子ご夫婦のような
生活ができるとは思わないが一日一日を愛おしみ、
少し自分を振り返って深呼吸することも大切かなと
思う。時間に忙殺された無機質な日常から、少しは
私も“こつこつゆっくり”した生活に軌道修正でき
るだろうか。（９１分）

この連載は隔月連載です

券田 和子（けんだ かずこ）●石川民医労
書記 保育科卒業後、保育園勤務。１９９０年に
保育園を退職後、石川民医労勤務。趣味は映
画観賞、演劇鑑賞、茶道、温泉大好き。

面白さ ★★★★★ 社会性 ★★★★ 美しさ★★★★

�東海テレビ放送 全国順次公開中、自主上映会募集中
詳しくは映画公式ホームページ
http : //life-is-fruity.com/まで
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パワハラや私物化で現場は疲弊

一時金の差別を解消
はじめまして。私たちは、熊本医療福祉労働組合

「一新会分会」です。昨年８月に分会を結成して活
動しています。
私たちが働く事業所は、小規模多機能型の障害者

支援施設です。社会的に弱い立場にある、障害のあ
る方や胎児性水俣病患者の方が利用される施設で、
「人権」という問題に、よりシビアに取り組まなけ
ればならない社会福祉法人です。しかし、職場はパ
ワーハラスメントや福利厚生面での問題、施設の私
物化など、多くの問題を抱えていました。
私が入職した時には、労働者に活気はなく、沈黙

の長いミーティングなど、施設全体に覇気が全く感
じられず、すぐに職場環境が良くないことを察知し
ました。「何でこんなところに来てしまったんだろ
う？」と、最初はここで働き始めたことを悔やむば
かりでしたが、同僚や先輩たちにはとても親切にし
てもらい、みんなにとって働きやすい職場にしたい

と思ったことが組合結成のきっかけです。

組合が発足して１０カ月が経とうとしており、少し
ずつではありますが、活動の成果が感じられます。
パワハラや、私的な用事を理由に施設を使うことも
減少傾向にあり、そして何より、昨年末の団体交渉
で獲得した「正職員の一時金同率支給」は、これま

し い

での恣意的な査定による一時金の格差差別を解消す
る大きな成果となりました。
私たち一新会分会の理念は「利」です。組合員は

もちろん、利用者・事業主など、すべての人にとっ
ても利をもたらす組合でありたいと思っています。
そして、福祉分野の労働組合の模範となるべく、こ
れからも活動を続け、福祉職場で苦労している労働
者に勇気を与えられるような労働組合を目標に、日
々取り組んでいきます。

よう う

（分会長 原口 洋宇）

すべての人に「利」をもたらす組合に

熊本医療福祉労働組合 一新会分会〈熊本〉
Vol.5
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